
平成２９年度原子力総合防災訓練実施成果報告書 参考資料 

 
第１節 

資料１  平成２９年度原子力総合防災訓練の概要 

資料２  平成２９年度原子力総合防災訓練の訓練内容 

資料３  総合訓練の流れ 

資料４  原子力緊急事態の危機管理体制（原子力災害対策マニュアル） 

資料５  自然災害及び原子力災害の複合災害への対応に係る組織体制  

資料６  平成２９年度原子力総合防災訓練 訓練項目等 

資料７  原子力総合防災訓練までの段階的訓練 

資料８  「２つのＰＤＣＡサイクル」による原子力防災体制の充実・強化 

 

第２節 

資料９  評価種別・方法 

資料１０ 外部専門家・主な評価項目 

資料１１ 訓練目的から評価に至る関係 

資料１２ 訓練評価に基づく改善 

資料１３ 訓練評価の全体像 

 

第３節 

１ 国、関係地方公共団体及び原子力事業者共通の訓練 

２ 国が参加主体となる訓練 

警戒事態 

資料１４ 住民避難に係る意思決定の流れ（警戒事態） 

資料１５ 警戒事態要請文 

資料１６ 警戒事態におけるＥＲＣでの活動状況 

資料１７ 警戒事態におけるＯＦＣでの活動状況 

資料１８ 警戒事態におけるＥＭＣでの活動状況 

施設敷地緊急事態 

資料１９ 住民避難に係る意思決定の流れ（施設敷地緊急事態） 

資料２０ 施設敷地緊急事態における防護措置の実施方針（佐賀県） 

資料２１ 施設敷地緊急事態における避難の実施方針（佐賀県） 

資料２２ 施設敷地緊急事態における防護措置の実施方針（長崎県） 

資料２３ 施設敷地緊急事態における避難の実施方針（長崎県） 

資料２４ 施設敷地緊急事態要請文 

現地への国職員・専門家の緊急輸送 

資料２５ 国の職員・専門家の緊急輸送 

資料２６ 施設敷地緊急事態における中央合同庁舎第８号館での活動状況 

資料２７ 施設敷地緊急事態におけるＥＲＣでの活動状況 

資料２８ 施設敷地緊急事態におけるＯＦＣでの活動状況 

資料２９ 施設敷地緊急事態におけるＥＭＣでの活動状況 

全面緊急事態 

資料３０ 住民避難に係る意思決定の流れ（全面緊急事態） 

資料３１ 全面緊急事態における防護措置の実施方針（佐賀県） 

資料３２ 全面緊急事態における避難の実施方針（佐賀県、玄海町、唐津市） 

資料３３ 全面緊急事態における防護措置の実施方針（長崎県） 



 

資料３４ 全面緊急事態における避難の実施方針（長崎県、松浦市） 

資料３５ 全面緊急事態における防護措置の実施方針（福岡県） 

資料３６ 全面緊急事態指示文 

資料３７ 全面緊急事態における官邸（場所：ＥＲＣ）での活動状況 

資料３８ 全面緊急事態におけるＥＲＣでの活動状況 

資料３９ 全面緊急事態におけるＯＦＣでの活動状況 

資料４０ 全面緊急事態におけるＥＭＣでの活動状況 

ＯＩＬ２ 

資料４１ 一時移転等の実施方針(玄海町) 

資料４２ 玄海町住民の一時移転の概要 

資料４３ 一時移転指示文 

資料４４ 一時移転等におけるＯＦＣでの活動状況 

資料４５ 一時移転等におけるＥＭＣでの活動状況 

 

３ 関係地方公共団体が参加主体となる訓練 

３．１ ＰＡＺ内施設敷地緊急事態要避難者の避難等実施訓練 

資料４６ ＰＡＺ内（玄海町）要避難者の避難実施結果（在宅要避難者） 

資料４７ ＰＡＺ内（玄海町）要避難者の避難実施結果（社会福祉施設） 

資料４８ ＰＡＺ内（玄海町）要避難者の避難実施結果（保育所） 

３．２ ＰＡＺ内住民の避難等実施訓練 

資料４９ ＰＡＺ内住民の避難実施結果（佐賀県） 

資料５０ ＰＡＺ内住民の避難実施結果（長崎県） 

３．３ ＵＰＺ内住民の屋内退避実施訓練 

３．４ ＵＰＺ内の一部住民一時移転実施訓練 

資料５１ ＵＰＺ内住民一時移転等の実施結果（佐賀県） 

資料５２ 学校福祉施設等一時移転等の実施結果（玄海町） 

資料５３ ＵＰＺ内住民一時移転等の実施結果（糸島市） 

３．５ ヘリテレ映伝訓練 

資料５４ ヘリコプター及び船舶による映像伝送 

 

４ 原子力事業者が参加主体となる訓練 

資料５５ 原子力事業者訓練の実施状況 

 

５ 防災訓練におけるＤ－ＮＥＴの運用状況 

資料５６ 防災訓練におけるＤ－ＮＥＴの運用状況 

 

別添資料 ・平成２９年度原子力総合防災訓練 住民アンケート報告書 

 

 



１ 訓練の位置付け及び目的
【原子力災害対策特別措置法第１３条第１項に基づく防災訓練】
① 国、地方公共団体、原子力事業者における防災体制の
実効性の確認
② 原子力緊急事態における中央と現地の体制やマニュアル
に定められた手順の確認
③ 「玄海地域の緊急時対応」に基づく避難計画の検証
④ 訓練結果における教訓の抽出、緊急時対応等の改善
⑤ 原子力災害対策に係る要員の技能の習熟等

２ 実施時期
平成２９年９月３日（日）、４日（月）

３ 訓練の対象となる原子力事業所
九州電力株式会社 玄海原子力発電所

４ 参加機関等
政府機関：内閣官房、内閣府、原子力規制委員会ほか関係省庁
地方公共団体：佐賀県、長崎県、福岡県、

玄海町、唐津市、伊万里市、松浦市、佐世保市、
平戸市、壱岐市、糸島市ほか関係市町村

事業者：九州電力株式会社
関係機関：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構、

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構放射線医学総合研究所等

５ 訓練内容
自然災害及び原子力災害の複合災害を想定し、以下の訓練を実施
（１）迅速な初動体制の確立訓練
（２）中央と現地組織の連携による防護措置の実施方針等に係る意思決定訓練
（３）住民避難等の実動訓練

糸島市

UPZ

PAZ
5Km

30Km

壱岐市

松浦市
伊万里市

平戸市

唐津市

げんかいちょう

からつし

いとしまし

いまりし

まつうらし

ひらどし

いきし

玄海町

させぼし
佐世保市

※PAZ（予防的防護措置を準備する区域）：Precautionary  Action Zone
※UPZ（緊急防護措置を準備する区域） ：Urgent Protective Action Planning Zone

平成２９年度原子力総合防災訓練の概要

九州電力（株）
玄海原子力発電所

資料１



平成２９年度原子力総合防災訓練の訓練内容

１日目 ２日目

午前

午後

事
業
者
訓
練
（
事
態
収
束
活
動
）

全面緊急事態への対応
（住民避難等の実動訓練等）

施設敷地緊急事態への対応
（中央と現地組織の連携による防護
措置の実施方針等に係る意思決定）

全面緊急事態への対応
（中央と現地組織の連携による防護
措置の実施方針等に係る意思決定）

全面緊急事態発生

施設敷地緊急事態発生

地震発生により警戒事態発生

警戒事態への対応
（迅速な初動体制の確立）

○原子力規制委員会・内閣府原子力事故対策本
部会議運営
○複合災害に対応した非常災害対策本部・原子
力事故対策本部合同会議運営
○PAZ及びPAZに準じた防護措置を実施する地域
内の要配慮者の避難

○１５条事象発生報告・上申
○原子力緊急事態宣言
○複合災害に対応した原子力災害対策本部・
非常災害対策本部合同会議運営

＜機能別訓練①＞
・PAZ及びPAZに準じた防護措置を実施
する地域内の住民の避難
・UPZ内住民の屋内退避

＜機能別訓練②＞
・緊急時モニタリング
・UPZ内住民の一時移転

資料２



総合訓練の流れ（１日目） 資料３-１

7:30 8:30（訓練開始） 17:00（訓練終了）

自然災害 地震発生

海の状況

内閣府
（防災担当）

原子力規制委員
会・内閣府（原子力
防災担当）

現地の体制 ＯＦＣ

ＵＰＺ

※１　原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部及び現地事故対策連絡会議合同会議

※２　ＰＡＺ等：ＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域

９月３日（日）

時刻

ＰＡＺ等
（架橋されていない
離島を除く）

ＰＡＺ等のうち架橋
されていない離島

主要な事態の推移

中央の体制

原子力災害

住民避難の動き
（イメージ）

国からの要請／指示

警戒事態
施設敷地緊急事態

（原災法第１０条事象）

全面緊急事態

（原災法第１５条事象）

原子炉手動停止 原災法第１０条に相当する事象が発生 全ての原子炉への注水機能喪失

波浪注意報

・非常災害対策本部設置決定

原子力規制委員会・内閣府

原子力事故合同警戒本部

（原子力規制庁ＥＲＣ）

原子力規制委員会・内閣府

原子力事故合同現地警戒本部

非
常
災
害
対
策
本
部
・

原
子
力
事
故
対
策
本
部
合
同
会
議

Ｐ
Ａ
Ｚ
等
内
要
配
慮

者
の
避
難
等
要
請

１
０
条
事
象
発
生

原
子
力
規
制
委
員

会
・内
閣
府
原
子
力

事
故
合
同
対
策
本
部

会
議

１
５
条
事
象
発
生

状
況
確
認
・対
応

方
針
の
検
討

現
状
報
告
・上
申

緊
急
事
態
宣
言

原
子
力
災
害
対
策
本
部
・

非
常
災
害
対
策
本
部
合
同
会
議

原
子
力
災
害

合
同
対
策
協
議
会

原
子
力
事
故
合
同
現

地
対
策
本
部
及
び
現

地
事
故
対
策
連
絡
会

議
合
同
会
議※

１

副
大
臣
等
到
着

原子力規制委員会・内閣府

原子力事故合同現地対策本部

○ＰＡＺ等内要配慮者の避難準備要請

○ＰＡＺ等内要配慮者の避難要請

・気象条件により海路による避難が困難な場合は屋内退避

・地震による家屋の倒壊等により自宅での屋内退避が困難な場合は

指定避難所等において屋内退避

○ＰＡＺ等内住民の避難準備開始要請

○ＰＡＺ等内住民の避難開始指示

・気象条件により海路による避難が困難な

場合は屋内退避

○ＵＰＺ内住民の屋内退避を指示

・地震による家屋の倒壊等により自宅での屋内退避が

困難な場合は指定避難所等において屋内退避

要配慮者の避難準備 要配慮者の避難開始

住民の避難準備
住民の避難開始

安定ヨウ素剤の服用

住民の屋内退避開始

要配慮者の避難準備 要配慮者の屋内退避開始

住民の避難準備 住民の屋内退避開始

＜スキップ＞



総合訓練の流れ（２日目） 資料３-２

8:00 8:30（訓練開始） 11:00 17:00（訓練終了）

自然災害

海の状況

緊急事態区分

官邸

ＥＲＣ

ＯＦＣ

県

実施概要

実施概要

実施概要

※１　ＰＡＺ等：ＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域

９月４日（月）

時刻

実施の流れ

実施の流れ

・ＰＡＺ等内住民の
避難
・ＵＰＺ内住民の屋
内退避

実施の流れ

主要な事態の推移

中央の体制

・ＵＰＺ内住民の一
時移転

・緊急時モニタリン
グ
（ＥＭＣ訓練）

全面緊急事態

（原災法第１５条事象）

波浪注意報

ＰＡＺ等（架橋されていない離島を除く）内住民の避難

ＵＰＺ内住民の屋内退避

・ＰＡＺ等内住民の避難の実施、安定ヨウ素剤の緊急配付の実施

・ＵＰＺ内住民の屋内退避の実施

方針確認

の打合せ

原子力災害

合同対策

協議会
・ＰＡＺ等内住民の避

難状況の確認

原子力災害

合同対策

協議会
・緊急時モニタリング

の結果を踏まえたＵＰ

Ｚ内一時移転の実施

方針の確認

原子力災害

合同対策

協議会
・一時移転の状況確

認

・緊急時モニタリング

結果の確認

ＵＰＺ内住民の一時移転（玄海町の一部※）

・ＯＩＬ２の認定→一時移転エリアの特定 ・緊急時モニタリングの実施（モニタリングカーによる実測等）

・ＵＰＺ内住民（一部）の一時移転、避難退域時検査の実施

・合同対策協議会で一時移転の実施方針の確認

【開始時点】１５条における避難等の方針決定後

避難経路に支障箇所あり

＜スキップ＞

ＰＡＺ等のうち架橋されていない離島の住民の避難

○主な訓練項目（機能別訓練と整理）

（放
射
性
物
質
放
出
・そ
の
後
１
日
程
度
経
過
）

※訓練に関係する機能班がＥＲＣで活動

【 開始時点】初めてＯＩＬ２超が確認されてから約２４時間経過後

※有浦下地区、有浦上地区、諸浦地区、新田地区、長倉地区、轟木地区、

藤平地区、田代地区、牟形地区、大鳥地区、座川内地区、湯野尾地区

緊急時モニタリング



原子力事業所
（ﾌﾟﾗﾝﾄの事故収束）

原子力事業所外
（住民の防護）

≪合同対策協議会≫

≪オフサイト対応≫

事業者の
監督・支援等

原子力事業所
災害対策
支援拠点
(例．Jｳﾞｨﾚｯｼﾞ)

原子力施設
事態即応ｾﾝﾀｰ
(原子力事業者本店）

規制庁職員

【 現地 】

現地対策本部
（オフサイトセンター）

本部長：内閣府副大臣
（又は大臣政務官）
内閣府大臣官房審議官等

関係省庁

自治体
調整

住民の避難指示・支援等

連携

調整

連携

調整
・連携

原子力災害対策本部
本部長 : 内閣総理大臣
副本部長 : 官房長官、環境大臣、内閣府特命担当大臣（原子

力防災）、規制委員会委員長 等
本部員 : その他全国務大臣、危機管理監 等

原災本部事務局 官邸ﾁｰﾑ

原災本部事務局 ＥＲＣチーム

事務局長：規制庁次長
内閣府・規制庁等主要職員 等

※必要に応じ、状
況報告

内閣府政策統括官（事務局長）
内閣府・規制庁等主要職員 等

原子力規制委員会

専門的・技
術的知見

≪オンサイト対応≫

【中央】 ≪官邸≫

≪規制庁内ＥＲＣ≫

資料４原子力緊急事態の危機管理体制（原子力災害対策マニュアル）



原子力災害対策本部等 非常（緊急）災害対策本部等

合同会議

原災本部事務局等【官邸、ＥＲＣ】 緊対本部事務局等【８号館】
・情報連絡要員
の相互派遣

（部隊派遣、緊急輸送ルート確保、物資調達・輸送）

Ｃ：事案対処部門

併任

Ｓ：総務部門
Ａ：総括部門

Ⅰ：関係省庁担当Ｂ：情報部門

・ Ｃ２、Ｃ３、Ｃ４

・原子力事故の鎮圧
・放射線モニタリング
・原発周辺住民への避難等に関
する調整
・原子力固有の課題 など

総括班

運営支援班

広報班 実動対処班

・実動組織との連絡調整
・輸送及び物資調達の調整等

プラント班

放射線班

住民安全班

ＯＦＣ

・情報連絡要員の相互派遣
・情報収集システムの相互利用

現地対策本部

警察

消防 自衛隊

国交省

経産省

他関係
自治体

・地震等による被災状況の把握
・被災者の救助・救出
・実動部隊の資源配分、輸送調整
・避難所等への支援 など

連携

現場活動

・部隊の協力要請
・輸送要請

医療班 国際班

関係省庁

オフサイト総括

C1

リエゾン

・情報収集システム
の相互利用

リエゾン

・放射線防護対策の調整
・緊対本部への助言、支援

連携

複合災害調整班

併任

C8C5 C6 C7

※避難活動等の状況を
随時連絡するなど
相互の連絡を密にする。

資料５自然災害及び原子力災害の複合災害への対応に係る組織体制



平成２９年度原子力総合防災訓練 訓練項目等（1/4) 資料６-１

訓練項目 訓練目標 主要活動項目

国
、
関
係
地
方
公
共
団
体
及
び
原
子
力
事
業
者
共
通
の
訓
練

緊急時体制確立訓練
初動体制を迅速に確立し初期対応を的確に実施するため、原子力規制委員会・
内閣府原子力事故合同警戒本部から原子力災害対策本部等の設置・運営ができる。

・要員参集
・本部活動
・本部会議

オフサイトセンター
運営訓練

原災法第１２条第１項で規定する緊急事態応急対策等拠点施設の運営ができる。

・要員参集
・本部活動
・機能班活動
・全体会議

情報共有及び意思決
定訓練

ＴＶ会議システム等を活用し、事態の進展に応じた関係機関の情報共有、連絡、
意思決定等ができる。

・情報共有
・報告、連絡
・意思決定

緊急時モニタリング
実施訓練

緊急時モニタリング実施計画等の立案や意思決定を行うとともに、関係機関及
び原子力事業者と連携して、緊急時における環境放射線のモニタリングができる。

・要員参集
・実施計画の立案
・意思決定
・モニタリング
・測定報告

広報対応訓練

官邸、原子力規制庁緊急時対応センター等において、会見資料の準備、会見実
施者への事前説明等の会見実施ができる。また、広報内容について、国、佐賀県、
長崎県、福岡県、原子力事業者（九州電力本店及び玄海原子力発電所）等との情
報共有ができる。

・国民への情報提供
・記者会見
・情報共有



平成２９年度原子力総合防災訓練 訓練項目等（2/4) 資料６-２

訓練項目 訓練目標 主要活動項目

国
が
参
加
主
体
と
な
る
訓
練

現地への国の職員・
専門家の緊急輸送訓
練

内閣府副大臣（原子力防災担当）、内閣府幹部等を現地に派遣するに当たり、
関係省庁が連携し、輸送手段の調整、輸送経路の確認及び緊急輸送の実施ができ
る。

・輸送手段の調整
・輸送経路の確認
・緊急輸送

原子力災害対策本部
等の運営訓練

施設敷地緊急事態発生に伴う原子力事故対策本部、全面緊急事態発生に伴う原
子力災害対策本部を設置するとともに、自然災害及び原子力災害の複合災害を想
定した自然災害に係る対策本部との合同会議の開催も含め、関係機関の情報共有、
連絡調整、意思決定及び広報が実施できる。
また、事態の進展に応じた住民の避難等について、計画の立案及び意思決定を
行い、決定した内容について対象となる地方公共団体への指示等を実施できる。

・要員参集
・本部活動
・自然災害に係る対策本部との
合同会議
・情報共有、連絡、意思決定及
び広報
・住民の避難等に係る計画立案
及び意思決定
・地方公共団体への指示

海外対応訓練
国際原子力機関（ＩＡＥＡ）の枠組みによる国際通報やその他海外関係機関へ
の情報共有等を行う。

・国際通報
・情報共有



平成２９年度原子力総合防災訓練 訓練項目等（3/4) 資料６-３

訓練項目 訓練目標 主要活動項目

関
係
地
方
公
共
団
体
が
参
加
主
体
と
な
る
訓
練

災害対策本部等の運
営訓練

原子力発電所の事故進展に応じて、関係地方公共団体において災害対策本部等
を設置し、地域防災計画等に基づく応急対策を実施するとともに、ＴＶ会議シス
テム等を活用し、ＥＲＣとＯＦＣ間で継続的な情報共有ができる。

・要員参集
・本部活動

ＰＡＺ及びＰＡＺに
準じた防護措置を実
施する地域内の施設
敷地緊急事態要避難
者の避難等実施訓練

施設敷地緊急事態発生の通報を受け、佐賀県、長崎県、玄海町、唐津市、松浦
市は、施設敷地緊急事態要避難者について、迅速な情報収集・伝達を行うととも
に、避難先の調整、輸送手段の確保等を行い、事態の進展に応じた避難等ができ
る。

・要避難者の情報収集・伝達
・避難先の調整、輸送手段の確
保
・要避難者の避難

ＰＡＺ及びＰＡＺに
準じた防護措置を実
施する地域内の住民
の避難等実施訓練

原子力緊急事態宣言後、佐賀県、長崎県、玄海町、唐津市、松浦市は、原子力
災害対策本部からの避難指示を受け、住民の避難を実施するとともに、各機関へ
の情報伝達及び避難住民への安定ヨウ素剤の緊急配布・服用等ができる。

・避難指示伝達
・避難先の調整、輸送手段の確
保
・避難、緊急配布・服用

ＵＰＺ内住民の屋内
退避実施訓練

原子力緊急事態宣言後、佐賀県、長崎県、福岡県、ＵＰＺ市町は、原子力災害
対策本部からの屋内退避指示を受け、ＵＰＺ内の社会福祉施設、住民等の屋内退
避や各機関の情報伝達等ができる。

・屋内退避指示伝達
・物資輸送体制構築
・各機関への情報伝達

ＵＰＺ内一部住民の
一時移転実施訓練

ＯＩＬ２事態発生を想定して、屋内退避中の一部地域住民のＵＰＺ外への一時
移転を実施するとともに、各機関への情報伝達及び一時移転住民への安定ヨウ素
剤の緊急配布ができる。この際、玄海原子力発電所から３０ｋｍ圏以遠に避難退
域時検査場所を設置し、一時移転に伴う人員及び車両の避難退域時検査並びに簡
易除染ができる。

・一時移転指示伝達
・各機関への情報伝達
・安定ヨウ素剤の緊急配布
・避難退域時検査等

原子力災害医療訓練

ＯＩＬ２の判断に基づき一時移転する住民が経路上において受傷したことを想
定し、消防機関への通報から搬送先及び搬送手段の調整を含む情報伝達ができる。
また、救急車等による搬送を行い、搬送先の医療機関において、傷病者の汚染検
査、除染及び救急処置ができる、

・情報伝達
・救急処置

交通規制・警戒警備
訓練

警察等による交通規制等ができる。
・交通規制
・警戒警備

ヘリテレ伝送システ
ムによる情報収集訓
練

現地の活動状況について、ヘリテレ映像を各関係機関に伝送し、国及び地方公
共団体間で情報共有ができる。

・ヘリテレ伝送システムによる
情報収集
・各機関への情報共有



平成２９年度原子力総合防災訓練 訓練項目等（4/4) 資料６-４

訓練項目 訓練目標 主要活動項目

原
子
力
事
業
者
が
参
加
主
体
と
な
る
訓
練

対策本部運営訓練

発生した原子力災害事故事象に対して、玄海原子力発電所対策本部・本店対策本

部双方の防災組織が連携して事態に対処できるとともに、必要な情報を収集・整理

して迅速に外部に発信できること。

・対策本部の設置、運営

・ERCプラント班との情報連携

通報連絡訓練

プラントパラメータ等により事故及び被害状況等を正確に把握し、通報連絡文を

正しく迅速に作成するとともに、社内外の関係機関への通報連絡があらかじめ定め

ている連絡系統に基づいて対応できること。

・通報連絡文の作成

・関係機関への連絡

警備・避難誘導訓練

作業者等への避難周知・避難誘導が正しく迅速に対応できるとともに、発電所へ

の立入制限措置に係る連絡があらかじめ定めている連絡系統に基づいて対応できる

こと。

・作業者等への避難周知・誘導

・発電所への立入り制限の指示

原子力災害医療訓練

管理区域における被ばくを伴う負傷者に対する救護、汚染除去及び汚染拡大防止

措置が確実に実施できるとともに、管理区域からの負傷者搬出、医療機関への搬送

要請に係る連絡が、被ばく状況を踏まえた情報提供も含めて迅速かつ正確に行える

こと。

・負傷者の救助

・汚染状況の確認・汚染拡大

防止措置

・管理区域外への搬出

・医療機関との連携

事故収束訓練

移動式大容量ポンプ車を使用した４号格納容器内の冷却準備として、水源である

取水ピットまでの移動式大容量ポンプ車の移動、ホース敷設及び水中ポンプ吊り下

ろし操作が適切に行えること。（ホース敷設及び水中ポンプ吊り下ろし操作は一部

模擬）

・事故収束活動

（格納容器内自然対流冷却

準備）

原子力事業所災害

対策支援拠点運営訓練

原子力事業所災害対策支援拠点の設営や運営について、あらかじめ定めている手

順や役割分担に従い活動できること。

・資機材運搬

・原子力事業所災害対策支援

拠点の設営及び運営

・本店対策本部との連携

原子力事業者支援連携

訓練

原子力事業者間協力協定、西５社アライアンス及び美浜原子力緊急事態支援セン

タ－との協定に基づいた対応等が適切に行えること。

・支援要請

・資機材確保、要員派遣

・現場偵察用無線ロボットの

操作

緊急時モニタリング実

施訓練

玄海原子力発電所対策本部からの指示に基づく必要なモニタリングポイントへの

測定機器の配備及び玄海原子力発電所対策本部への連絡が確実に実施できること。

・可搬型エリアモニタの設置
・モニタリングカーによる放射
線量率、放射性物質濃度測定



原子力総合防災訓練までの段階的訓練 資料７

連番 時 期 訓練名 訓練の狙い 訓練の概要 訓練習熟度

１ ５月２３日
官邸立ち上げ
訓練

官邸の立ち上げ要領及び機材取扱い等の
初動対応の習得及び通信機器の機能点検。

緊急参集要員の内、官邸で勤務する職員に対して機器
の立ち上げ・使用機材設置の訓練を実施し、官邸・Ｅ
ＲＣ・自治体との通信要領について確認する。

●緊急時の初動対応能力の習熟

２
５月３１日
６月 １日

訓練説明会
・準備訓練

今年度の訓練予定の共有及び「玄海地域の
緊急時対応」の概要の理解並びに各機能班
の今後の活動について認識の統一を図る。

今後の訓練予定及び「玄海地域の緊急時対応」を説明
し、各機能班へ依頼事項を示すとともに機能班ごとに
議論検討する時間を設定し、マニュアルの周知等を実
施。

●総合防災訓練の進行要領及び
緊急時対応等の習熟

３ ６月２０日
拠点運営訓練
(官邸・ＥＲＣ)

警戒事態から施設敷地緊急事態、全面緊急
事態、放射性物質放出後までを範囲とした
各拠点（官邸、ＥＲＣ、８号館）の基本的
な運営等について理解させ、練度向上を図
る。

各拠点において、警戒事態における初動の対処～全面
緊急事態に至る一連の流れを確認するとともに、各事
態に応じた活動要領についての訓練を実施。

●発災からの一連の流れについ
て態勢完了までの動きの完成
●１０条、１５条事象における
官邸及びＥＲＣ要員の態勢の確
認

４ ７月 ５日
ＯＦＣ
図上演習

主として自治体のＯＦＣ要員を対象とした
ＯＦＣ勤務要領の理解。

施設敷地緊急事態発生後の要員参集から現地本部長到
着までの活動を図上演習形式により実施。

●活動要領の習熟

５
７月 ５日
７月 ６日

拠点運営訓練
（ＯＦＣ）

施設敷地緊急事態、全面緊急事態、放射性
物質放出後までを範囲としＯＦＣ運営等に
ついて理解させ、練度向上を図る。

国職員のＯＦＣ到着から放射性物質放出後を範囲とし
た一連の流れを確認するとともに、各事態に応じた活
動要領について訓練を実施。あわせて民間輸送手段を
活用した国職員等の緊急輸送訓練を実施。

●発災からの一連の流れについ
て態勢完了までの動きの完成

６
８月 １日
８月 ２日

総合予行
（プレ訓練）

総合防災訓練の本番に参加する全関係機関
が一連の状況にあわせて活動し、情報伝達
要領の確認、特に中央と現地の各機能班に
おける活動要領について習熟させる。

総合防災訓練の総合予行として、警戒事態から放射性
物質放出後を範囲とした各拠点（官邸、ＥＲＣ、ＯＦ
Ｃ等）の運営及び拠点間の連携に係る訓練を実施

●総合防災訓練の一連の流れを
実施し、手順を確認

７
９月 ３日
９月 ４日

平成２９年度原子力総合防災訓練



「２つのＰＤＣＡサイクル」による原子力防災体制の充実・強化

Plan 計画策定

Do 実施

Check 評価

Action 改善 訓練方法の継続的改善
（PDCAサイクル）

原子力防災の継続的改善
（PDCAサイクル）

（例）防災計画の策定、体制の整備等

（例）防災対応の実践／訓練の実施

（例）防災対応の評価／訓練の評価

（例）緊急時対応、広域避難計画・マ
ニュアル等の改善

Plan
訓練の計画

Check
訓練の評価

Do
訓練の実施

Action
訓練の改善

防災計画、
体制の改善

訓練方法の改善

訓練を積重ねながら、危機管理能力を向上

資料８



評価種別・方法 評価種別・方法 資料９

評価
種別

評価方法 評価者 評価内容（概要）

自 己
評 価

直後レビュー
官邸・ERC・OFC・自治
体訓練参加者

・参加者同士の訓練の振
り返り、討議を通じた
評価

アンケート
官邸・ERC・OFC・自治
体訓練参加者

・参加者の役割に応じた
手順の理解度、達成度
等の自己評価

外 部
評 価

評価員評価

原子力防災専門官
放射線防災専門官
外部委託評価員
※官邸・ERC・OFC等に配置

・ERC、OFC機能班内・機
能班間、各拠点間の連
携等の対応状況の評価
・訓練方法の評価

専門家レビュー

外部専門家
災害対応ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、危機管理、
環境影響評価、放射線計測、
災害対応航空技術、原子力災
害医療等

※ERC・OFC等に配置

・危機管理、放射線モニ
タリング等各専門家の
専門領域に応じた評価
・訓練方法の評価



外部専門家・主な評価項目（1/3） 資料１０－１

所 属 氏 名 専門分野 主な評価項目（視点）

(株)日本防災デ
ザイン 熊丸 由布治

・危機管理、災害対応マネジメント、消防
戦術、NFPA、FEMA等の有資格者

（経歴）
・（社）災害対応訓練研究所代表理事
・前在日米陸軍統合消防次長

・原子力災害対策本部事務局での緊急時対応業務の在り方
及び、関係機関との相互連携について
・今後の検討課題（特に、インシデント・コマンド・シス
テムの概念の更なる組織への浸透）
・米国基準（オンサイト訓練）との比較等

（評価場所：官邸、ＥＲＣ）

宇宙航空研究開
発機構調布航空
宇宙センター

小林 啓二

・災害対応航空技術、防災

（経歴）
・宇宙航空研究開発機構航空技術部門
航空技術実証研究開発ユニット
主任研究開発員

・原子力災害を含む大規模複合災害時の情報共有の在り方、
集結した航空機等の資源運用、今後の検討課題

（評価場所：ＥＲＣ、８号館、ＯＦＣ）

日本原子力研究
開発機構
安全研究・防災
支援部門 原子
力緊急時支援・
研修センター

片桐 裕実

・環境影響評価（モニタリング）

（経歴）
・前原子力緊急時支援・研修センター長
・原子力安全推進協会「原子力防災訓練ガ
イドライン検討会」委員
・原子力安全・保安院「オフサイトセン
ターの在り方に関する意見聴取会」委員
・原子力規制庁「緊急時モニタリングの在
り方に関する検討チーム」委員

・オフサイトセンターの果たすべき役割（現地対策本部と
して県災害対策本部等との連携の在り方、今後の検討課
題等）

（評価場所：ＯＦＣ）

日本原子力研究
開発機構 福島
研究開発部門福
島環境安全セン
ター

武石 稔

・環境放射線モニタリング

（経歴）
・福島環境安全センターにて福島の環境回
復に関する業務に従事
・技術士（原子力・放射線部門）

・緊急時モニタリング体制（仕組み）の実効性（特に、地
上モニタリングと空中モニタリングの連携要領、今後の
検討課題

（評価場所：ＯＦＣ）



外部専門家・主な評価項目（2/3） 資料１０－２

所 属 氏 名 専門分野 主な評価項目（視点）

国立大学法人
弘前大学
医学部附属病院

佐藤 大志 一般看護及び緊急被ばく医療

汚染傷病者搬送訓練において、
・主にコ・メディカルの医療支援
・汚染拡大防止措置
・除染
（評価場所：九州大学病院）

国立大学法人
弘前大学
医学部附属病院

辻口 貴清 放射線防護及び緊急被ばく医療

汚染傷病者搬送訓練において、
・術者及びスタッフの防護措置
・汚染拡大防止措置
・除染
（評価場所：九州大学病院）

国立大学法人
弘前大学
医学部附属病院

伊藤 勝博 救急医療及び緊急被ばく医療

汚染傷病者搬送訓練において、
・緊急性に応じた適切な救急処置
・汚染拡大防止措置
（評価場所：佐世保市総合医療センター）

国立大学法人
弘前大学
医学部附属病院

三上 真弓 一般看護及び緊急被ばく医療

汚染傷病者搬送訓練において、
・主にコ・メディカルの医療支援
・汚染拡大防止措置
・除染
（評価場所：佐世保市総合医療センター）

公立大学法人
福島県立医科大学
高度被ばく医療支
援センター

佐藤 久志 救急医療及び緊急被ばく医療

汚染傷病者搬送訓練において、
・緊急性に応じた適切な救急処置
・汚染拡大防止措置
（評価場所：佐賀県医療センター好生館）



外部専門家・主な評価項目（3/3） 資料１０－３

所 属 氏 名 専門分野 主な評価項目（視点）

公立大学法人
福島県立医科大学
高度被ばく医療支
援センター

千葉 靖子 一般看護及び緊急被ばく医療

汚染傷病者搬送訓練において、
・主にコ・メディカルの医療支援
・汚染拡大防止措置
・除染
（評価場所：佐賀県医療センター好生館）

国立大学法人
広島大学病院
集中治療部

津村 龍 救急医療及び緊急被ばく医療

汚染傷病者搬送訓練において、
・緊急性に応じた適切な救急処置
・汚染拡大防止措置
（評価場所：唐津赤十字病院）

国立大学法人
広島大学病院
看護部

飯干 亮太 一般看護及び緊急被ばく医療

汚染傷病者搬送訓練において、
・主にコ・メディカルの医療支援
・汚染拡大防止措置
・除染
（評価場所：唐津赤十字病院）

国立大学法人
長崎大学
原爆後障害医療研
究所

工藤 崇 救急医療及び緊急被ばく医療

汚染傷病者搬送訓練において、
・緊急性に応じた適切な救急処置
・汚染拡大防止措置
（評価場所：九州大学病院）

国立大学法人
長崎大学病院
病院医療技術部

奥野 浩二 放射線防護及び緊急被ばく医療

汚染傷病者搬送訓練において、
・術者及びスタッフの防護措置
・汚染拡大防止措置
・除染
（評価場所：佐世保市総合医療センター）



訓練目的から評価までの流れ

訓練項目

主要活動項目 実績目標

活動検証要素

訓練項目ごとの
目標

実績評価

プロセス評価評価基準

総合評価

成立要件
(能力、計画、リソース等)

防災計画／体制
／

訓練方法の改善

要因分析

評価立案

企画立案

評価実施・改善

訓練目的 訓練目的の設定が最も重要

訓練目的から評価に至る関係 資料１１



改善

訓練・訓練評価

評価基準

実績目標

主要活動項目

検証要素

改善

訓練評価に基づく改善 資料１２

②プロセス

リソース
（要員・資機材）

①実績

能力（組織）

情報管理／認識共有・状況予測／
意思決定／指揮統制／組織間連携

計画・マニュ
アル、訓練等

③成立要件

能力（個人）

活動手順の理解／機器操作等への習熟

平時の防災対策



【訓練対象の評価】 【訓練方法の評価】

目標設定・状況付与・シナ
リオ等の評価

能力向上のための改善策 訓練方法の改善策

＜課題＞

訓練内容・
訓練方式等

訓練評価

実績評価 プロセス評価

成立要件に基づく要因分析

計画
（計画・マ
ニュアル等）

リソース
（要員・資機
材等）

組織能力
（指揮統制・意思
決定・連携等）

個人能力
（技能・意識
等）

訓練評価の全体像 資料１３



官邸 ＥＲＣ ＯＦＣ 佐賀県 玄海町・唐津市 長崎県・松浦市 福岡県

9/1 09：00 波浪警報発令

9/2 09：00 波浪注意報切替

9/3 07：30 地震発生

07：33 津波注意報発令

08：10 津波注意報解除

08：32 道路被災情報
（町道座川内切木線、県道32号、

国道204号県道33号他全面通行止め）

08：42 要避難者要請文発出

10：50 原災法10条通報

11：17 施設敷地緊急事態要避難者

の避難等要請

住民の避難準備要請

14：50 原災法15条通報

15：35 原子力緊急事態宣言
PAZ及びPAZに準じた防護措置

を実施する地域住民への避難

指示、安定ヨウ素剤服用指示

主要イベント

施設敷地緊急事態要

避難者への避難準備

要請

対象住民への避難準備要請

施設敷地緊急事態における実施方
針（案）の策定 実施方針案の確認

原子力規制委員会・内閣府原子
力事故合同対策本部会議
・要請文発出を決定、実施方針
の確認

・施設敷地緊急事態要避難者へ

の避難要請

・全面緊急事態に備えた避難等の

準備要請

対象住民への避難要請、避難等

準備要請

第１回現地事故対策連絡会議

・施設敷地緊急事態における実施方針の確認

非常災害対策本部会議・原子力事故合同対策本部会議（内閣府８号館）
・情報共有、１０条事象、避難要請等の説明、被害状況、現地活動状況、今後の対応、活動部隊への留意事項、プラント状況・見通し、モニタ
リング情報等

第２回現地事故対策連絡会議

・施設敷地緊急事態に伴う状況報告、全面緊急事態における実施方針(案)の決定

全面緊急事態における実施方針
（案）の策定 実施方針案の確認

公示・指示発出

原子力緊急事態宣言

原子力災害対策本部・非常災
害対策本部合同会議

対象住民への避難指示

対象住民への屋内退避指示

第１回合同対策協議会全体会議

・全面緊急事態における実施方針の確認、各市町準備状況報告

内閣府副大臣(原子力防災担
当)OFC到着(OFCの体制確立)

佐賀県副知事到着

ＴＶ会議（ＥＲＣ、佐賀県、玄海町、唐津市、長崎県、松浦市、福岡県）

・施設敷地緊急事態における実施方針（案）の決定

対象住民への避難準備要請

実施方針案の確認

対象住民への避難要請、避難等

準備要請

実施方針案の確認

対象住民への避難指示

実施方針案の確認

対象住民への屋内退避準備要請

実施方針案の確認

対象住民への屋内退避指示

対象住民への屋内退避準備要請

対象住民への避難準備要請

住民避難に係る意思決定の流れ（警戒事態） 資料１４

＊北朝鮮の核実験に伴う政府としての緊急事案
への対処を優先するため、官邸で実施する訓練
について場所と参加者を変更



警戒事態要請文 資料１５

要 請
平成29年 9月 3日 ８時４２ 分

佐賀県知事 殿
長崎県知事 殿
福岡県知事 殿
玄海町長 殿
唐津市長 殿
伊万里市長 殿
松浦市長 殿
佐世保市長 殿
平戸市長 殿
壱岐市長 殿
糸島市長 殿

原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同警戒本部長

九州電力株式会社玄海原子力発電所第４号機において原子力災害対策指針
に定める警戒事態に該当する原子力施設の重要な故障等が発生したことから、
下記のとおり対応するよう要請する。

記

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施する

地域に該当する市町の住民であって施設敷地緊急事態要避難者は、避難準備を実施す

ること。ただし、避難の実施により健康リスクが高まる要配慮者は屋内退避の準備を

実施すること。

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施する

地域に該当する市町の住民であって施設敷地緊急事態要避難者に対する安定ヨウ素剤

の配布準備を実施すること。

・佐賀県、長崎県及び福岡県は、原子力規制委員会による緊急時モニタリングセンター

の立ち上げの準備に協力するとともに、緊急時モニタリングの準備を実施すること。

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ、ＰＡＺに準じた防護措置を実施する地

域及びＵＰＺに該当する市町の住民、一時滞在者その他公私の団体等は、防災行政無

線、ラジオ、テレビ等による情報に注意すること。

参 考

区分 県名 市町名 

ＰＡＺ 佐賀県
さがけ ん

 
玄海町
げんかいちょう

の一部（①） 

唐津市
か ら つ し

の一部（②） 

ＰＡＺに準じた防護措置を

実施する地域 
長崎県
ながさきけん

 松浦市
まつうらし

の一部（③） 

ＵＰＺ 

佐賀県
さがけ ん

 

玄海町
げんかいちょう

の全域（①を除く） 

唐津市
か ら つ し

の全域（②を除く） 

伊万里市
い ま り し

の全域 

長崎県
ながさきけん

 

松浦市
まつうらし

の全域（③を除く） 

佐世保市
さ せ ぼ し

の一部 

平戸市
ひ ら ど し

の一部 

壱岐市
い き し

の一部 

福岡県
ふくおかけん

 糸島市
いとしまし

の一部 

 

訓 練



警戒事態におけるＥＲＣでの活動状況

プラント班の初動対応

放射線班と国際班の調整

住民安全班の初動対応

総括班と実動対処班の調整

資料１６-１



警戒事態におけるＥＲＣでの活動状況

広報官による記者会見

オフサイト総括の初動対応

医療班の初動対応

地図を使用した情報共有

資料１６-２



総括班の班内情報共有

ＴＶ会議での情報共有

原子力防災専門官による警戒事態発生連絡

映像伝送による被災状況の確認

警戒事態におけるＯＦＣでの活動状況 資料１７-１



警戒事態におけるＯＦＣでの活動状況

事業者通報の確認地図を用いた情報共有

プラント状況の確認

資料１７-２



警戒事態におけるＥＭＣでの活動状況

ＥＭＣ立上げ準備上席放射線防災専門官によるＥＭＣ立上げ準備

ＰＣ－ＴＶ会議による拠点間連携

資料１８

ＥＭＣ立上げ準備の記録



官邸 ＥＲＣ ＯＦＣ 佐賀県 玄海町・唐津市 長崎県・松浦市 福岡県

9/1 09：00 波浪警報発令

9/2 09：00 波浪注意報切替

9/3 07：30 地震発生

07：33 津波注意報発令

08：10 津波注意報解除

08：32 道路被災情報
（町道座川内切木線、県道32号、

国道204号県道33号他全面通行止め）

08：42 要避難者要請文発出

10：50 原災法10条通報

11：17 施設敷地緊急事態要避難者

の避難等要請

住民の避難準備要請

14：50 原災法15条通報

15：35 原子力緊急事態宣言
PAZ及びPAZに準じた防護措置

を実施する地域住民への避難

指示、安定ヨウ素剤服用指示

主要イベント

施設敷地緊急事態要

避難者への避難準備

要請

対象住民への避難準備要請

施設敷地緊急事態における実施方
針（案）の策定 実施方針案の確認

原子力規制委員会・内閣府原子
力事故合同対策本部会議
・要請文発出を決定、実施方針
の確認

・施設敷地緊急事態要避難者へ

の避難要請

・全面緊急事態に備えた避難等の

準備要請

対象住民への避難要請、避難等

準備要請

第１回現地事故対策連絡会議

・施設敷地緊急事態における実施方針の確認

非常災害対策本部会議・原子力事故合同対策本部会議（内閣府８号館）
・情報共有、１０条事象、避難要請等の説明、被害状況、現地活動状況、今後の対応、活動部隊への留意事項、プラント状況・見通し、モニタ
リング情報等

第２回現地事故対策連絡会議

・施設敷地緊急事態に伴う状況報告、全面緊急事態における実施方針(案)の決定

全面緊急事態における実施方針
（案）の策定 実施方針案の確認

公示・指示発出

原子力緊急事態宣言

原子力災害対策本部・非常災
害対策本部合同会議

対象住民への避難指示

対象住民への屋内退避指示

第１回合同対策協議会全体会議

・全面緊急事態における実施方針の確認、各市町準備状況報告

内閣府副大臣(原子力防災担
当)OFC到着(OFCの体制確立)

佐賀県副知事到着

ＴＶ会議（ＥＲＣ、佐賀県、玄海町、唐津市、長崎県、松浦市、福岡県）

・施設敷地緊急事態における実施方針（案）の決定

対象住民への避難準備要請

実施方針案の確認

対象住民への避難要請、避難等

準備要請

実施方針案の確認

対象住民への避難指示

実施方針案の確認

対象住民への屋内退避準備要請

実施方針案の確認

対象住民への屋内退避指示

対象住民への屋内退避準備要請

対象住民への避難準備要請

住民避難に係る意思決定の流れ（施設敷地緊急事態） 資料１９

＊北朝鮮の核実験に伴う政府としての緊急事案
への対処を優先するため、官邸で実施する訓練
について場所と参加者を変更



実施方針（１／２）

＜避難等に際しての基本的考え方＞
l ９月３日７時３０分に佐賀県北部にて地震が発生。地震被害からの安全確保を優先し、安
全が確保された場合にのみ防護措置を実施。

l 学校、保育所は休校等を判断。通学前の生徒・児童は保護者と行動し、通学後の生徒・児
童等は学校等にて保護者へ引き渡し済。
【玄海町】
l ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難者（保育所の園児及び無理に避難すると健康リスクが
高まる要配慮者を除く）は、在宅の避難行動要支援者は小城市内の避難先施設（８施設）
へ、医療機関（１施設）は県内の災害拠点病院（７施設）へ、福祉施設（２施設）は佐賀
市、多久市及び小城市内の避難先施設（５施設）へ避難を実施。避難は支援者の車両又は
自治体等が手配するバス及び福祉車両を使用。

l 無理に避難すると健康リスクが高まる要配慮者（社会福祉施設、在宅の避難行動要支援者
の一部）は、近隣の放射線防護対策を講じた屋内退避施設（玄海園、ひぜん荘）において、
避難の準備が整うまで屋内退避を実施。その上で、本人の容体、避難用車両、避難先等の
避難体制が整い次第、避難先へ避難を実施。

l 安定ヨウ素剤を携行していない者に対しては緊急配布場所（各集合場所）において緊急配
布を実施。

施設敷地緊急事態要避難者の防護措置（佐賀県）

九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺにおける、以下の施設敷地緊急事態要避難者を対
象に避難を実施（対象：２市町７３５人）

ü 医療機関及び社会福祉施設の入所者
ü 在宅の避難行動要支援者
ü 安定ヨウ素剤を服用できない者

施設敷地緊急事態における防護措置の実施方針（佐賀県） 資料２０-１



実施方針（２／２）

一般住民への措置

● ＰＡＺ内の一般住民には避難準備を要請。

【唐津市】
l ＰＡＺ内の施設敷地緊急事態要避難者（学校、保育所の児童・生徒等及び無理に避難する
と健康リスクが高まる要配慮者を除く）は、在宅の避難行動要支援者は江北町及び白石町
内の避難先施設（１０施設）へ、福祉施設は佐賀市、小城市及び江北町の避難先施設（５
施設）へ避難を実施。避難は支援者の車両又は自治体等が手配するバス及び福祉車両を使
用。

l 無理に避難すると健康リスクが高まる要配慮者（社会福祉施設入所者、在宅の避難行動要
支援者）は放射線防護対策を講じた屋内退避施設（宝寿荘、ちんぜい荘、ひぜん荘）にお
いて、避難の準備が整うまで屋内退避を実施。その上で、本人の容体、避難用車両、避難
先等の避難体制が整い次第、避難先へ避難を実施。

l 安定ヨウ素剤を携行していない者に対しては緊急配布場所（各集合場所）において緊急配
布を実施。

施設敷地緊急事態における防護措置の実施方針（佐賀県） 資料２０-２



施設敷地緊急事態（10条）における避難の実施計画

PAZ

多久市
小城市
佐賀市

江北町

白石町

唐津市呼子町

玄海町

唐津市
肥前町

唐津市
鎮西町

36

204

医療機関
社会福祉施設
学校
保育園・幼稚園
放射線防護対策施設

340217

UPZ

50

498

202

203

52

関係自治体

対象者数

避難先
施設敷地緊急事態
要避難者数

（うち職員・支援者
数）

要支援者内訳

佐
賀
県

玄海町
549人
（242人）

医療機関：1施設8名、社会福
祉施設：2施設109名、在宅：
174名、安定ヨウ素剤服用不適
切者：16名 合計307名

小城市
佐賀市
多久市

唐津市
756人
（328人）

医療機関：なし、社会福祉施
設：2施設98名、在宅：290名、
安定ヨウ素剤服用不適切者：
40名 合計428名

江北町
白石町
佐賀市
小城市

合 計
1,305人
（570人）

要支援者数 合計735名

１．避難等対象者数

関係自治体

避難手段内訳

バス 福祉車両

必要台数 確保済台数 必要台数 確保済台数

佐
賀
県

玄海町 8台 8台 18台 18台

唐津市 9台 9台 19台 19台

参考．避難手段の確保状況

※対象者には無理に避難すると健康リスク
が高まる要配慮者を含む

34

※対象地域の陸路避難は、道路被害等による通行規制を
踏まえても避難経路は確保されている状況

※玄海町湯野尾地区内の町道座川内切木線の
通行不能により、玄海町浜野浦・大園・仮屋・
石田地区の避難経路を県道292号線に変更

23254

参考．玄海町集合場所（計15箇所）
外津漁村環境改善総合センター、中通公民館、下宮公民館、値賀第1コミュニティセンター、仮立
公民館、値賀川内公民館、小加倉公民館、栄公民館、花の木公民館、値賀第2コミュニティセン
ター、玄海園、
浜野浦公民館、大薗公民館、仮屋コミュニティセンター、石田公民館

参考．唐津市集合場所（計12箇所）
旧加部島小学校、片島バス停前、旧呼子中学校、横竹公民館、名護屋大橋駐車場、桃山天下市駐
車場、野元出荷所、農協名護屋支所出荷所、鎮西石室運動広場、京泊地域活性化センター、
鎮西漁協波戸支所、串出荷所

○玄海町及び唐津市のPAZ内の避難対象者※は、陸路にて避難先（玄海町は小城市・佐賀市・多久市、唐津市は江北町・白
石町・佐賀市及び小城市）へ避難。
○避難対象者※のうち、無理に避難すると健康リスクが高まる要配慮者は、各放射線防護対策施設にて屋内退避。

※避難対象者…施設敷地緊急事態要避難者

施設敷地緊急事態における避難の実施方針（佐賀県） 資料２１



＜避難等に際しての基本的考え方＞
l ９月３日７時３０分に佐賀県北部にて地震が発生。地震被害からの安全確保を優先し、安
全が確保された場合にのみ防護措置を実施。

l ９月２日９時００分から波浪注意報継続中。黒島港からの海路避難について運航管理者は
現在航行できない状態との判断。

l 学校、保育所は休校等を判断。通学前の生徒・児童は保護者と行動し、通学後の生徒・児
童等は学校等にて保護者へ引き渡し済み。

施設敷地緊急事態要避難者の防護措置（長崎県）

九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域における、以下
の施設敷地緊急事態要避難者を対象に避難を実施
（対象：１市(松浦市鷹島・黒島) １０７人）

ü 医療機関及び社会福祉施設の入所者
ü 在宅の避難行動要支援者
ü 安定ヨウ素剤を服用できない者

施設敷地緊急事態における防護措置の実施方針（長崎県） 資料２２-１



一般住民への措置

● 松浦市鷹島・黒島の一般住民には避難準備を要請。

【松浦市鷹島】
l 施設敷地緊急事態要避難者（学校、保育所の児童等及び無理に避難すると健康リスクが高
まる要配慮者を除く）は、在宅要支援者は東彼杵郡波佐見町の避難先施設（３施設）へ、
医療機関は佐世保市内の佐世保市総合医療センターへ、福祉施設は佐世保市内の避難先施
設（１施設）へ避難を実施。避難は支援者の車両又はバス及び福祉車両を使用。

l 無理に避難すると健康リスクが高まる要配慮者（医療機関、在宅の避難行動要支援者）は、
放射線防護対策を講じた屋内退避施設「水仙苑」において、避難の準備が整うまで屋内退
避を実施。その上で、本人の容体、避難用車両、避難先等の避難体制が整い次第、避難先
へ避難を実施。

l 安定ヨウ素剤を携行していない者に対しては緊急配布場所（各バス集合場所）において緊
急配布を実施。

【松浦市黒島】
l 施設敷地緊急事態要避難者（在宅の避難行動要支援者）は、黒島港からの海路避難が可能
となるまでの間、放射線防護対策を講じた屋内退避施設である黒島住民センターにおいて、
屋内退避を実施。

l 気象条件の回復等により海路避難が可能となった後に波佐見町の避難先施設（３施設）へ
海路及びバスによる避難を実施。

施設敷地緊急事態における防護措置の実施方針（長崎県） 資料２２-２



PAZ

松浦市黒島

松浦市鷹島

UPZ

波佐見町

204

御厨港

医療機関
社会福祉施設
学校
保育園・幼稚園
放射線防護対策施設

１．避難等実施状況

関係自治体

避難手段内訳

バス 福祉車両 船舶

必要
台数
確保済
台数
必要
台数
確保済
台数
必要
隻数
確保済
隻数

長
崎
県

松浦市
鷹島

３台 ３台 １４台 １４台 ― ―

松浦市
黒島

１台 １台 － － 1隻 1隻

参考．避難手段の確保状況

202

107

佐世保市

35

※対象地域の陸路避難は、道路被害等による

通行規制を踏まえても避難経路は確保されて

いる状況

参考．松浦市鷹島集合場所（計2箇所）
鷹島スポーツ・文化交流センター、舩唐津公民館

1

【海路】
放射線防護対策施設に退避。
天候回復後に海路にて避難。

関係
自治体

対象者数

避難先施設敷地緊急事態
要避難者及び支援者数
（うち職員・支援者数）

要支援者内訳

長
崎
県

松浦市
鷹島

160人
（61人）

医療機関：1施設19名、社会
福祉施設：1施設13名、在
宅：47名、安定ヨウ素剤服
用不適切者20名 計99名

東彼杵郡
波佐見町、
佐世保市

松浦市
黒島

14人
（6人）

医療機関：なし、社会福祉
施設：なし、在宅6名、安定ヨ
ウ素剤服用不適切者2名

計8名

―
（屋内退避）

合 計
174人
（67人）

合計 107名

※ 対象者には無理に避難すると健康リスクが
高まる要配慮者を含む

※波佐見町折敷瀬郷地内の県道4号線の
通行不能により、避難経路を県道107号
線に変更

※御厨町山根免地内の県道61号
線の通行不能により、避難経
路を県道228号線に変更

○長崎県松浦市鷹島（PAZに準ずる区域）の避難対象者※は、陸路にて避難先（東彼杵郡波佐見町及び佐世保市）に避難。
○長崎県松浦市黒島（PAZに準ずる区域）の避難対象者※は、波浪注意報発表中により屋内退避を実施。天候回復後、避難体制
が整い次第、海路により避難先（波佐見町）に避難予定。
○避難対象者※のうち、無理に避難すると健康リスクが高まる要配慮者は、各放射線防護対策施設にて屋内退避。

※避難対象者… 施設敷地緊急事態要避難者

227

204

204

228

施設敷地緊急事態における避難の実施方針（長崎県） 資料２３



避難等に際しての基本的考え方（人命へのリス
クを踏まえ、波浪及び地震からの安全確保を優
先）に基づく要請

施設敷地緊急事態要請文 資料２４

訓 練 

要  請 
       

平成 29 年 9 月 3 日 11 時 17 分   

 

佐賀県知事 殿 

長崎県知事 殿 

福岡県知事 殿 

玄海町長 殿 

唐津市長 殿 

伊万里市長 殿 

松浦市長 殿 

佐世保市長 殿 

平戸市長 殿 

壱岐市長 殿 

糸島市長 殿 

 

原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部長 

 

 

九州電力株式会社から玄海原子力発電所第４号機において原子力災害対策特別措

置法第１０条第１項に定める事象が発生したとの通報を受け、当該事象が原子力災害

対策指針に定める施設敷地緊急事態に該当すると判断したことから、下記のとおり対

応するよう要請する。 

 

記 

 

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施

する地域に該当する市町の住民であって施設敷地緊急事態要避難者は、安定ヨウ

素剤の配布を受け避難すること。ただし、避難の実施により健康リスクが高まる

要配慮者は、屋内退避すること。当該地域の一時滞在者であって自家用車等で帰

宅できる者は安定ヨウ素剤の配布を受け帰宅すること。 

なお、海路による避難を実施する地域において気象条件によりその実施が困難な

場合は、屋内退避をし、気象条件の回復等により安全が確保される場合には海路

等による避難をすること。 

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防
護措置を実施する地域に該当する市町の住民であって施設敷地緊急
事態要避難者は、安定ヨウ素剤の配布を受け避難すること。ただし、
避難の実施により健康リスクが高まる要配慮者は、屋内退避するこ
と。当該地域の一時滞在者であって自家用車等で帰宅できる者は安
定ヨウ素剤の配布を受け帰宅すること。 
なお、海路による避難を実施する地域において気象条件によりその実
施が困難な場合は、屋内退避をし、気象条件の回復等により安全が確
保される場合には海路等による避難をすること。 
また、屋内退避にあたっては、地震による家屋の倒壊等により自宅で
の屋内退避の実施が困難な場合は、地震による影響がない安全な近隣
の指定避難所等における屋内退避等を実施すること。 
 
・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防
護措置を実施する地域に該当する市町の住民（施設敷地緊急事態要
避難者を除く。）は、避難準備を実施すること。 
 
・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防
護措置を実施する地域に該当する市町の住民（施設敷地緊急事態要
避難者を除く。）に対する安定ヨウ素剤の配布準備を実施すること。 
 
・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＵＰＺに該当する市町の住民
は、屋内退避の準備を実施すること。当該地域の一時滞在者であっ
て自家用車等で帰宅できる者は帰宅すること。 
 
・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ、ＰＡＺに準じた防護
措置を実施する地域及びＵＰＺに該当する市町の住民、一時滞在者
その他公私の団体等は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等による情
報に注意すること。 


訓　練

要　　請

		　　　　

平成29年　9月　3日　11時　17分　　



佐賀県知事　殿

長崎県知事　殿

福岡県知事　殿

玄海町長　殿

唐津市長　殿

伊万里市長　殿

松浦市長　殿

佐世保市長　殿

平戸市長　殿

壱岐市長　殿

糸島市長　殿



原子力規制委員会・内閣府原子力事故合同対策本部長





九州電力株式会社から玄海原子力発電所第４号機において原子力災害対策特別措置法第１０条第１項に定める事象が発生したとの通報を受け、当該事象が原子力災害対策指針に定める施設敷地緊急事態に該当すると判断したことから、下記のとおり対応するよう要請する。



記



		・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域に該当する市町の住民であって施設敷地緊急事態要避難者は、安定ヨウ素剤の配布を受け避難すること。ただし、避難の実施により健康リスクが高まる要配慮者は、屋内退避すること。当該地域の一時滞在者であって自家用車等で帰宅できる者は安定ヨウ素剤の配布を受け帰宅すること。

なお、海路による避難を実施する地域において気象条件によりその実施が困難な場合は、屋内退避をし、気象条件の回復等により安全が確保される場合には海路等による避難をすること。

また、屋内退避にあたっては、地震による家屋の倒壊等により自宅での屋内退避の実施が困難な場合は、地震による影響がない安全な近隣の指定避難所等における屋内退避等を実施すること。

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域に該当する市町の住民（施設敷地緊急事態要避難者を除く。）は、避難準備を実施すること。

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域に該当する市町の住民（施設敷地緊急事態要避難者を除く。）に対する安定ヨウ素剤の配布準備を実施すること。

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＵＰＺに該当する市町の住民は、屋内退避の準備を実施すること。当該地域の一時滞在者であって自家用車等で帰宅できる者は帰宅すること。

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ、ＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域及びＵＰＺに該当する市町の住民、一時滞在者その他公私の団体等は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等による情報に注意すること。






 (
参　考
)

		区分

		県名

		市町名



		ＰＡＺ

		佐賀県 (さがけん)

		玄海町 (げんかいちょう)の一部（①）



		

		

		唐津市 (からつし)の一部（②）



		ＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域

		長崎県 (ながさきけん)

		松浦市 (まつうらし)の一部（③）



		ＵＰＺ

		佐賀県 (さがけん)

		玄海町 (げんかいちょう)の全域（①を除く）



		

		

		唐津市 (からつし)の全域（②を除く）



		

		

		伊万里市 (いまりし)の全域



		

		長崎県 (ながさきけん)

		松浦市 (まつうらし)の全域（③を除く）



		

		

		佐世保市 (させぼし)の一部



		

		

		平戸市 (ひらどし)の一部



		

		

		壱岐市 (いきし)の一部



		

		福岡県 (ふくおかけん)

		糸島市 (いとしまし)の一部
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		・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域に該当する市町の住民であって施設敷地緊急事態要避難者は、安定ヨウ素剤の配布を受け避難すること。ただし、避難の実施により健康リスクが高まる要配慮者は、屋内退避すること。当該地域の一時滞在者であって自家用車等で帰宅できる者は安定ヨウ素剤の配布を受け帰宅すること。

なお、海路による避難を実施する地域において気象条件によりその実施が困難な場合は、屋内退避をし、気象条件の回復等により安全が確保される場合には海路等による避難をすること。

また、屋内退避にあたっては、地震による家屋の倒壊等により自宅での屋内退避の実施が困難な場合は、地震による影響がない安全な近隣の指定避難所等における屋内退避等を実施すること。



・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域に該当する市町の住民（施設敷地緊急事態要避難者を除く。）は、避難準備を実施すること。



・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域に該当する市町の住民（施設敷地緊急事態要避難者を除く。）に対する安定ヨウ素剤の配布準備を実施すること。



・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＵＰＺに該当する市町の住民は、屋内退避の準備を実施すること。当該地域の一時滞在者であって自家用車等で帰宅できる者は帰宅すること。



・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ、ＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域及びＵＰＺに該当する市町の住民、一時滞在者その他公私の団体等は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等による情報に注意すること。






 (
参　考
)

		区分

		県名

		市町名



		ＰＡＺ

		佐賀県 (さがけん)

		玄海町 (げんかいちょう)の一部（①）



		

		

		唐津市 (からつし)の一部（②）



		ＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域

		長崎県 (ながさきけん)

		松浦市 (まつうらし)の一部（③）



		ＵＰＺ

		佐賀県 (さがけん)

		玄海町 (げんかいちょう)の全域（①を除く）



		

		

		唐津市 (からつし)の全域（②を除く）



		

		

		伊万里市 (いまりし)の全域



		

		長崎県 (ながさきけん)

		松浦市 (まつうらし)の全域（③を除く）



		

		

		佐世保市 (させぼし)の一部



		

		

		平戸市 (ひらどし)の一部



		

		

		壱岐市 (いきし)の一部



		

		福岡県 (ふくおかけん)

		糸島市 (いとしまし)の一部
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福岡空港へ着陸

自衛隊機（Ｃ-１)へ搭乗 入間基地を離陸

自衛隊機（Ｃ-１）より降機

国の職員・専門家の緊急輸送（入間基地～福岡空港） 資料２５-１



福岡空港を離陸

自衛隊機（ＣＨ-４７）への搭乗

佐賀県ＯＦＣへ到着

国の職員・専門家の緊急輸送（福岡空港～松浦河畔公園～佐賀県ＯＦＣ） 資料２５-２



施設敷地緊急事態における中央合同庁舎第８号館での活動状況

非常災害対策本部・原子力事故対策本部合同会議

資料２６

非常災害対策本部・原子力事故対策本部合同会議



施設敷地緊急事態におけるＥＲＣでの活動状況

プラント班による１５条事象発生の館内放送オンサイトＴＶ会議による１５条事象の認定

総括班と医療班の調整総括班と住民安全班の調整

資料２７



第１回現地事故対策連絡会議（関係者との情報共有）

施設敷地緊急事態におけるＯＦＣでの活動状況 資料２８-１

第１回現地事故対策連絡会議（関係者との情報共有）



被害状況の把握現地本部長への報告

施設敷地緊急事態におけるＯＦＣでの活動状況

実動組織との調整・連携プラント状況の把握

資料２８-２



第２回現地事故対策連絡会議（内閣府副大臣（原子力防災担当）到着後）

施設敷地緊急事態におけるＯＦＣでの活動状況 資料２８-３

第２回現地事故対策連絡会議（内閣府副大臣（原子力防災担当）到着後）



施設敷地緊急事態におけるＥＭＣでの活動状況

ＥＭＣと長崎県現地本部との情報共有防災専門官による緊急時モニタリング状況の確認

緊急時モニタリング実施計画の立案

資料２９



官邸 ＥＲＣ ＯＦＣ 佐賀県 玄海町・唐津市 長崎県・松浦市 福岡県

9/1 09：00 波浪警報発令

9/2 09：00 波浪注意報切替

9/3 07：30 地震発生

07：33 津波注意報発令

08：10 津波注意報解除

08：32 道路被災情報
（町道座川内切木線、県道32号、

国道204号県道33号他全面通行止め）

08：42 要避難者要請文発出

10：50 原災法10条通報

11：17 施設敷地緊急事態要避難者

の避難等要請

住民の避難準備要請

14：50 原災法15条通報

15：35 原子力緊急事態宣言
PAZ及びPAZに準じた防護措置

を実施する地域住民への避難

指示、安定ヨウ素剤服用指示

主要イベント

施設敷地緊急事態要

避難者への避難準備

要請

対象住民への避難準備要請

施設敷地緊急事態における実施方
針（案）の策定 実施方針案の確認

原子力規制委員会・内閣府原子
力事故合同対策本部会議
・要請文発出を決定、実施方針
の確認

・施設敷地緊急事態要避難者へ

の避難要請

・全面緊急事態に備えた避難等の

準備要請

対象住民への避難要請、避難等

準備要請

第１回現地事故対策連絡会議

・施設敷地緊急事態における実施方針の確認

非常災害対策本部会議・原子力事故合同対策本部会議（内閣府８号館）
・情報共有、１０条事象、避難要請等の説明、被害状況、現地活動状況、今後の対応、活動部隊への留意事項、プラント状況・見通し、モニタ
リング情報等

第２回現地事故対策連絡会議

・施設敷地緊急事態に伴う状況報告、全面緊急事態における実施方針(案)の決定

全面緊急事態における実施方針
（案）の策定 実施方針案の確認

公示・指示発出

原子力緊急事態宣言

原子力災害対策本部・非常災
害対策本部合同会議

対象住民への避難指示

対象住民への屋内退避指示

第１回合同対策協議会全体会議

・全面緊急事態における実施方針の確認、各市町準備状況報告

内閣府副大臣(原子力防災担
当)OFC到着(OFCの体制確立)

佐賀県副知事到着

ＴＶ会議（ＥＲＣ、佐賀県、玄海町、唐津市、長崎県、松浦市、福岡県）

・施設敷地緊急事態における実施方針（案）の決定

対象住民への避難準備要請

実施方針案の確認

対象住民への避難要請、避難等

準備要請

実施方針案の確認

対象住民への避難指示

実施方針案の確認

対象住民への屋内退避準備要請

実施方針案の確認

対象住民への屋内退避指示

対象住民への屋内退避準備要請

対象住民への避難準備要請

＊北朝鮮の核実験に伴う政府としての緊急事案
への対処を優先するため、官邸で実施する訓練
について場所と参加者を変更

住民避難に係る意思決定の流れ（全面緊急事態） 資料３０



実施方針（１／２）

＜避難に際しての基本的考え方＞
l ９月３日７時３０分に佐賀県北部にて地震が発生。地震被害からの安全確保を優先し、安
全が確保された場合にのみ防護措置を実施。

【玄海町】
l ＰＡＺ内の住民は、佐賀県小城市内の避難先施設（８施設）へ避難を実施。避難は原則自
家用車とし、困難な場合はバスを使用。

l 安定ヨウ素剤を携行していない者に対しては緊急配布場所（集合場所）において緊急配布
を実施。

l 社会福祉施設入所者、在宅の避難行動要支援者のうち、無理に避難すると健康リスクが高
まる要配慮者は、引き続き放射線防護対策を講じた屋内退避施設「玄海園」及び「ひぜん
荘」において、避難に必要な準備が整うまで屋内退避を実施。なお、避難をする際には、
安定ヨウ素剤の服用指示に従い、計画に定められた社会福祉施設や福祉避難所へ避難を実
施。避難にはバス及び福祉車両を使用。

避難の対象となる住民への措置（佐賀県）

九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺにおける、全ての住民を対象に避難を実施。
（対象：２市町 ７,４４７人）

全面緊急事態における防護措置の実施方針（佐賀県） 資料３１-１



実施方針（２／２）

【唐津市】

l ＰＡＺ内の住民は、佐賀県白石町内の避難先施設（７施設）、佐賀県江北町内の避難先
（３施設）へ避難を実施。避難は原則自家用車とし、自家用車避難が困難な場合はバスを
使用。

l 安定ヨウ素剤を携行していない者に対しては緊急配布場所（集合場所等）において緊急配
布を実施。

l 社会福祉施設入所者、在宅の避難行動要支援者のうち、無理に避難すると健康リスクが高
まる要配慮者は、引き続き放射線防護対策を講じた屋内退避施設「宝寿荘」、「ちんぜい
荘」及び「ひぜん荘」において、避難に必要な準備が整うまで屋内退避を実施。なお、避
難をする際には、安定ヨウ素剤の服用指示に従い、計画に定められた社会福祉施設へ避難
を実施。避難にはバス及び福祉車両を使用。

※伊万里市については、ＰＡＺ内に住民なし。

屋内退避の対象となる住民への措置

l 九州電力株式会社玄海発電所のＵＰＺにおける玄海町・唐津市・伊万里市の住民は、屋内
退避を実施。（対象者数 １７９,５０３人）

全面緊急事態における防護措置の実施方針（佐賀県） 資料３１-２



全面緊急事態（15条）における避難の実施計画

１．避難等実施方針

参考．避難手段の確保状況

PAZ

小城市

江北町

白石町

唐津市呼子町

玄海町

唐津市
肥前町

唐津市
鎮西町

36

204

医療機関
社会福祉施設
学校
保育園・幼稚園
放射線防護対策施設

340217

UPZ

50

203

52

34

※対象地域の陸路避難は、道路被害等による通行規制
を踏まえても避難経路は確保されている状況

32

※伊万里市内の国道202号にて、
事故による通行止めが発生。県
道32号線を経由して避難。

202

※玄海町湯野尾地区内の町道座川内切木線の通
行不能により、玄海町浜野浦・大園・仮屋・
石田地区の避難経路を県道292号線に変更

254 23

498

関係自治体
対象者数

避難先等
PAZ内一般住民

佐
賀
県

玄海町 3,382人 小城市(8施設)

唐津市 4,065人
江北町(3施設)
白石町(7施設)

合 計 7,447人

関係自治体

対象者数内訳

バス 福祉車両 船舶

必要
台数
確保済
台数
必要
台数
確保済
台数
必要
隻数
確保済
隻数

佐
賀
県

玄海町 12台 12台 ― ― ― ―

唐津市 20台 20台 ― ― ― ―

○佐賀県玄海町及び唐津市内のＰＡＺ内の一般住民は、陸路にて避難先（玄海町は小城市、唐津市は江北町及
び白石町）へ避難。
○安定ヨウ素剤を携行していない者に対しては緊急配布場所（バス集合場所）において緊急配布を実施。

全面緊急事態における避難の実施方針（佐賀県） 資料３２-１



玄海町における自家用車で避難できない住民の数
及び各集合場所への配車順路

げんかいちょう

小城市

避難所

玄海町

PAZ

ﾙｰﾄ2

ﾙｰﾄ3

ﾙｰﾄ4

ﾙｰﾄ5

②中通公民館③下宮公民館

④値賀第1ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

①値賀第2ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

①値賀川内公民館

⑤仮立公民館

②小加倉公民館

①浜野浦公民館

①栄公民館
②大薗公民館

③仮屋ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ

②玄海園

②花の木公民館

ﾙｰﾄ1

：集合場所

【凡例】
おぎし

各集合場所への配車順路 人数※ 避難先

ﾙｰﾄ1
(大型ﾊﾞｽ）

外津漁村環境改善総合ｾﾝﾀｰ⇒ 中通公民館
⇒下宮公民館⇒値賀第1ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ ⇒仮立公民館

212人

小城市

ﾙｰﾄ2
(大型ﾊﾞｽ） 値賀川内公民館 ⇒ 小加倉公民館 62人

ﾙｰﾄ3
(大型ﾊﾞｽ） 栄公民館 ⇒花の木公民館 15人

ﾙｰﾄ4
(大型ﾊﾞｽ） 値賀第2ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ⇒玄海園 20人

ﾙｰﾄ5
(大型ﾊﾞｽ）

浜野浦公民館⇒大薗公民館⇒仮屋ｺﾐｭﾆﾃｨｰｾﾝﾀｰ
⇒石田公民館

124人

合 計 433人

※数字は現段階で玄海町が把握している暫定値
※大型ﾊﾞｽ46人の乗車を想定

④石田公民館
※玄海町湯野尾地内の町道座川内切木線の通行
規制により、玄海町浜野浦・大園・仮屋・
石田地区の避難経路を変更

全面緊急事態における避難の実施方針（玄海町） 資料３２-２

○ＰＡＺ内の玄海町における自家用車で避難できない住民は４３３人。
○自家用車で避難できない住民は、徒歩で各集合場所に集まり、佐賀県又は玄海町が配車した車両で、避難先
である小城市へ避難。

①外津漁村環境改善総合ｾﾝﾀｰ



唐津市における自家用車で避難できない住民の数と各集合場所への配車順路

※数字は現段階で唐津市が把握している暫定値

PAZ 唐津市呼子町

唐津市肥前町

PAZ
ﾙｰﾄ5

唐津市鎮西町 ﾙｰﾄ1

ﾙｰﾄ2

①片島ﾊﾞｽ停前

②旧呼子中学校

③横竹公民館
ﾙｰﾄ3

①名護屋大橋
駐車場

ﾙｰﾄ4

①農協名護屋
支所出荷所

な ご や

②鎮西石室運動広場
白石町、江北町

避難先

ﾙｰﾄ6

①鎮西漁協波戸支所

ﾙｰﾄ7

①串出荷所

②桃山天下市駐車場

③野元出荷所

各集合場所への配車順路 人数※ 避難先

ﾙｰﾄ1
(小型ﾊﾞｽ） 旧加部島小学校 64人

白石町
・
江北町

ﾙｰﾄ2
(大型ﾊﾞｽ） 片島ﾊﾞｽ停前 ⇒ 旧呼子中学校⇒ 横竹公民館 133人

ﾙｰﾄ3
(大型ﾊﾞｽ）

名護屋大橋駐車場 ⇒ 桃山天下市駐車場
⇒ 野元出荷所

160人

ﾙｰﾄ4
(大型ﾊﾞｽ） 農協名護屋支所出荷所 ⇒ 鎮西石室運動広場 90人

ﾙｰﾄ5
(中型ﾊﾞｽ） 京泊 26人

ﾙｰﾄ6
(大型ﾊﾞｽ）

鎮西漁協波戸支所 ⇒ 農協名護屋支所出荷所
⇒ 名護屋大橋駐車場

137人

ﾙｰﾄ7
(大型ﾊﾞｽ）

串出荷所 ⇒ 桃山天下市駐車場⇒ 名護屋大橋駐車
場

100人

合 計 710人

京泊地域活性化ｾﾝﾀｰ

：集合場所
【凡例】

白石町

避難所

※大型ﾊﾞｽ 46人の乗車を想定
中型ﾊﾞｽ 35人の乗車を想定
小型ﾊﾞｽ 20人の乗車を想定

全面緊急事態における避難の実施方針（唐津市） 資料３２-３

○ＰＡＺ内の唐津市における自家用車で避難できない住民は７１０人。
○自家用車で避難できない住民は、徒歩で各集合場所に集まり、佐賀県又は唐津市が配車した車両で、避難先
である白石町・江北町へ避難。

①旧加部島小学校



実施方針（１/２）

＜避難に際しての基本的考え方＞
l９月３日７時３０分に佐賀県北部にて地震が発生。地震災害からの安全確保を優先し、安全
が確保された場合にのみ防護措置を実施。
l９月２日９時００分から波浪注意報継続中。黒島港からの海路避難について運航管理者は現
在航行できない状態との判断。

【松浦市鷹島】
l松浦市鷹島の住民は、波佐見町の避難先施設（３施設）へ避難を実施。避難は原則自家用車
とし、困難な場合はバスを使用。
l安定ヨウ素剤を携行していない者に対しては緊急配布場所（各バス集合場所）において緊急
配布を実施。
l社会福祉施設及び在宅要支援者のうち、無理に避難すると健康リスクが高まる要配慮者は、
引き続き「水仙苑」において、避難に必要な準備が整うまで屋内退避を実施。なお、避難を
する際には、安定ヨウ素剤の服用指示に従い、計画に定められた社会福祉施設へ避難を実施。
避難にはバス及び福祉車両を使用。

避難の対象となる住民への措置（長崎県）

九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域における、全て
の住民を対象に避難を実施。（対象：１市（松浦市鷹島・黒島） ２,１１７人）

全面緊急事態における防護措置の実施方針（長崎県） 資料３３-１



実施方針（２/２）

屋内退避の対象となる住民への措置

l 九州電力株式会社玄海原子力発電所のＵＰＺにおける住民（ＰＡＺに準じた防護措置を実
施する地域を除く）は、屋内退避を実施。（対象者数 ５８,１６９人）

全面緊急事態における防護措置の実施方針（長崎県） 資料３３-２

【松浦市黒島】
l松浦市黒島の住民（無理に避難すると健康リスクが高まる要配慮者を含む）は、黒島港から
の海路避難が可能となるまでの間、 黒島住民センターにおいて屋内退避を実施。気象条件
の回復等により海路避難が可能となった後に波佐見町の避難先施設（３施設）へ海路及びバ
スによる避難を実施。



１．避難等対象者数

参考．避難手段の確保状況

関係自治体
対象者数

避難先等
PAZ内一般住民

長
崎
県

松浦市
鷹島

2,064人 波佐見町(3施設)

松浦市
黒島

53人 屋内退避

合 計 2,117人

PAZ

松浦市黒島

松浦市鷹島

UPZ

204

35

御厨港

医療機関
社会福祉施設
学校
保育園・幼稚園
放射線防護対策施設

波佐見町

204

202

107

【海路】
放射線防護対策施設に退避。
天候回復後に海路にて避難。

1

※対象地域の陸路避難は、道路被害等に
よる通行規制を踏まえても避難経路は
確保されている状況

※御厨町山根免地内の県道61号
線の通行不能により、避難
経路を県道228号線に変更

※波佐見町折敷瀬郷地内の県道4号線の通
行不能により、避難経路を県道107号
線に変更

※ 黒島には、別途施設敷地緊急事態要避難者6名あり

○長崎県松浦市鷹島（PAZに準ずる区域）の一般住民は、陸路にて避難先（波佐見町）に避難。
○長崎県松浦市黒島（PAZに準ずる区域）の一般住民は、波浪注意報発表中により屋内退避を実施（施設敷地
緊急事態要避難者は継続）。天候回復後、避難体制が整い次第、海路により避難先（波佐見町）に避難予定。
○安定ヨウ素剤を携行していない者に対しては緊急配布場所（バス集合場所）において緊急配布を実施。

関係自治体

対象者数内訳

バス 福祉車両 船舶

必要
台数
確保済
台数
必要
台数
確保済
台数
必要
隻数
確保済
隻数

長
崎
県

松浦市
鷹島

11台 11台 ― ― ― ―

松浦市
黒島

2台 2台 ― ― 1隻 1隻

227

228

204

204

全面緊急事態における避難の実施方針（長崎県） 資料３４-１



御厨港

黒島港

舩唐津公民館

鷹島ｽﾎﾟｰﾂ・文化交流ｾﾝﾀ-

集合場所 対象地区 人数

鷹島スポーツ・
文化交流センター

阿翁・阿翁浦・日比・中通・
殿ﾉ浦・神崎・石川・里

401人

舩唐津公民館 舩唐津・原・三里 78人

合 計 479人

鷹島地域の陸路避難は、道路
被害等による通行規制を踏ま
えても避難経路は確保されて
いる状況

鷹島

黒島

【凡例】

：港

：集合場所

：放射線防護
対策施設

：避難所

高齢者生活福祉センター水仙苑

松浦市鷹島・黒島における自家用車で避難できない住民の数と
各集合場所への配車順路

黒島住民センター

黒島の避難港に地震の影響
はないものの、波浪が高く
海路避難が困難であるため、
放射線防護対策施設にて屋
内退避し、天候回復後、海
路避難を実施。

全面緊急事態における避難の実施方針（松浦市） 資料３４-２

○鷹島における自家用車で避難できない住民は４７９人。
○鷹島の自家用車で避難できない住民は、徒歩で各集合場所に集まり、長崎県又は松浦市が配車した車両で、
避難先である波佐見町へ避難。



UPZ

岐志港
姫島の上陸港

いとしまし
糸島市

PAZ
姫島

実施方針

避難の対象となる住民への措置（福岡県）

l ＰＡＺ内に対象の住民なし。

屋内退避の対象となる住民への措置

l 九州電力株式会社玄海原子力発電所のＵＰＺにおける住民は、屋内退避を実施。
（対象：１市 １４,８２６人（５,９２８世帯））

全面緊急事態における防護措置の実施方針（福岡県） 資料３５



全面緊急事態指示文 資料３６

訓 練 

指  示 
       

平成 29 年 9 月 3 日 15 時 35 分   

 

佐賀県知事 殿 

長崎県知事 殿 

福岡県知事 殿 

玄海町長 殿 

唐津市長 殿 

伊万里市長 殿 

松浦市長 殿 

佐世保市長 殿 

平戸市長 殿 

壱岐市長 殿 

糸島市長 殿 

 

内閣総理大臣 安倍 晋三    

 

 

九州電力株式会社玄海原子力発電所第４号機で発生した事故に関し、原子力災害対

策特別措置法第１５条第３項の規定に基づき下記のとおり指示する。 

 

記 

 

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施

する地域に該当する市町の住民及び一時滞在者は、安定ヨウ素剤の配布を受け服

用し、避難すること。ただし、避難の実施により健康リスクが高まる要配慮者は、

引き続き屋内退避すること。また、海路による避難を実施する地域において気象

条件によりその実施が困難な場合は、屋内退避をし、気象条件の回復等により安

全が確保される場合には海路等による避難をすること。 

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＵＰＺに該当する市町の住民及び一時滞在

者は、屋内退避を実施すること。 

・屋内退避にあたっては、地震による家屋の倒壊等により自宅での屋内退避の実施

が困難な場合は、地震による影響がない安全な近隣の指定避難所等における屋内

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた
防護措置を実施する地域に該当する市町の住民及び一時滞在者
は、安定ヨウ素剤の配布を受け服用し、避難すること。ただし、
避難の実施により健康リスクが高まる要配慮者は、引き続き屋内
退避すること。また、海路による避難を実施する地域において気
象条件によりその実施が困難な場合は、屋内退避をし、気象条件
の回復等により安全が確保される場合には海路等による避難を
すること。 
 
・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＵＰＺに該当する市町の住
民及び一時滞在者は、屋内退避を実施すること。 
 
・屋内退避にあたっては、地震による家屋の倒壊等により自宅での
屋内退避の実施が困難な場合は、地震による影響がない安全な近
隣の指定避難所等における屋内退避等を実施すること。 
 
・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ、ＰＡＺに準じた防
護措置を実施する地域及びＵＰＺに該当する市町の住民、一時滞
在者その他公私の団体等は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等に
よる情報に注意すること。 

避難等に際しての基本的考え方（人命へのリス
クを踏まえ、波浪及び地震からの安全確保を優
先）に基づく指示


訓　練

指　　示

		　　　　

平成29年　9月　3日 15時 35分　　



佐賀県知事　殿

長崎県知事　殿

福岡県知事　殿

玄海町長　殿

唐津市長　殿

伊万里市長　殿

松浦市長　殿

佐世保市長　殿

平戸市長　殿

壱岐市長　殿

糸島市長　殿



内閣総理大臣　安倍　晋三　　　





九州電力株式会社玄海原子力発電所第４号機で発生した事故に関し、原子力災害対策特別措置法第１５条第３項の規定に基づき下記のとおり指示する。



記



		・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域に該当する市町の住民及び一時滞在者は、安定ヨウ素剤の配布を受け服用し、避難すること。ただし、避難の実施により健康リスクが高まる要配慮者は、引き続き屋内退避すること。また、海路による避難を実施する地域において気象条件によりその実施が困難な場合は、屋内退避をし、気象条件の回復等により安全が確保される場合には海路等による避難をすること。

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＵＰＺに該当する市町の住民及び一時滞在者は、屋内退避を実施すること。

・屋内退避にあたっては、地震による家屋の倒壊等により自宅での屋内退避の実施が困難な場合は、地震による影響がない安全な近隣の指定避難所等における屋内退避等を実施すること。

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ、ＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域及びＵＰＺに該当する市町の住民、一時滞在者その他公私の団体等は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等による情報に注意すること。






 (
参　考
)

		区分

		県名

		市町名



		ＰＡＺ

		佐賀県 (さがけん)

		玄海町 (げんかいちょう)の一部（①）



		

		

		唐津市 (からつし)の一部（②）



		ＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域

		長崎県 (ながさきけん)

		松浦市 (まつうらし)の一部（③）



		ＵＰＺ

		佐賀県 (さがけん)

		玄海町 (げんかいちょう)の全域（①を除く）



		

		

		唐津市 (からつし)の全域（②を除く）



		

		

		伊万里市 (いまりし)の全域



		

		長崎県 (ながさきけん)

		松浦市 (まつうらし)の全域（③を除く）



		

		

		佐世保市 (させぼし)の一部



		

		

		平戸市 (ひらどし)の一部



		

		

		壱岐市 (いきし)の一部



		

		福岡県 (ふくおかけん)

		糸島市 (いとしまし)の一部
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		・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ及びＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域に該当する市町の住民及び一時滞在者は、安定ヨウ素剤の配布を受け服用し、避難すること。ただし、避難の実施により健康リスクが高まる要配慮者は、引き続き屋内退避すること。また、海路による避難を実施する地域において気象条件によりその実施が困難な場合は、屋内退避をし、気象条件の回復等により安全が確保される場合には海路等による避難をすること。



・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＵＰＺに該当する市町の住民及び一時滞在者は、屋内退避を実施すること。



・屋内退避にあたっては、地震による家屋の倒壊等により自宅での屋内退避の実施が困難な場合は、地震による影響がない安全な近隣の指定避難所等における屋内退避等を実施すること。



・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＰＡＺ、ＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域及びＵＰＺに該当する市町の住民、一時滞在者その他公私の団体等は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等による情報に注意すること。






 (
参　考
)

		区分

		県名

		市町名



		ＰＡＺ

		佐賀県 (さがけん)

		玄海町 (げんかいちょう)の一部（①）



		

		

		唐津市 (からつし)の一部（②）



		ＰＡＺに準じた防護措置を実施する地域

		長崎県 (ながさきけん)

		松浦市 (まつうらし)の一部（③）



		ＵＰＺ

		佐賀県 (さがけん)

		玄海町 (げんかいちょう)の全域（①を除く）



		

		

		唐津市 (からつし)の全域（②を除く）



		

		

		伊万里市 (いまりし)の全域



		

		長崎県 (ながさきけん)

		松浦市 (まつうらし)の全域（③を除く）



		

		

		佐世保市 (させぼし)の一部



		

		

		平戸市 (ひらどし)の一部



		

		

		壱岐市 (いきし)の一部



		

		福岡県 (ふくおかけん)

		糸島市 (いとしまし)の一部
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原子力災害対策本部・非常災害対策本部合同会議（場所と参加者を変更し、ＥＲＣで実施）

全面緊急事態における官邸の対応に係る訓練の状況

原子力緊急事態宣言（総理大臣の代理として内閣府特命担当大臣（原子力防災）が、ＥＲＣで実施）

資料３７

＊北朝鮮の核実験に伴う政府としての緊急事案への対処を優先するため、官邸で実施する訓練について場所と参加者を変更



全面緊急事態におけるＥＲＣでの活動状況

広報官による記者会見

資料３８

プラント状況の把握

実動対処班とオフサイト総括の調整 医療班と実動対処班の調整



全面緊急事態におけるＯＦＣでの活動状況

第１回原子力災害合同対策協議会（ＰＡＺ避難、ＵＰＺ屋内退避指示）

資料３９-１

第１回原子力災害合同対策協議会（ＰＡＺ避難、ＵＰＺ屋内退避指示）



全面緊急事態におけるＯＦＣでの活動状況

第２回原子力災害合同対策協議会（ＰＡＺ内住民の避難状況の確認）

資料３９-２

第２回原子力災害合同対策協議会（ＰＡＺ内住民の避難状況の確認）



全面緊急事態におけるＯＦＣでの活動状況

電子ホワイトボードを使用した検討 住民避難状況の情報共有

実動組織の活動状況の報告 ホワイトボードへの記録

資料３９-３



全面緊急事態におけるＥＭＣでの活動状況

ＥＭＣ内での確認モニタリングデータの地図への記入

緊急時モニタリング結果の確認

資料４０



実施方針

＜避難に際しての基本的考え方＞（以下、実動訓練について記載）

【一時移転】
l 対象となる地域の住民は、安定ヨウ素剤の配布を受け、一週間程度内に一時移転を実施
（対象者数 新田地区２７人）。一時移転に際しては、多久市陸上競技場にて避難退域時
検査を受けること。

l 新田地区内の学校・保育所等の児童・生徒は、地震発生に伴い休校措置を行っており、施
設内の滞在者はなし。

l 社会福祉施設（通所施設）は、地震発生に伴い休所措置を行っており、施設内の滞在者は
なし。

l なお、一時移転までの間、自宅損壊等により自宅での屋内退避が困難である者は、町民会
館にて屋内退避を実施する。

【地域生産物の摂取制限】
l 対象地域の地域生産物の摂取を控えること。

一時移転等の対象となる地区

一時移転等の実施方針（玄海町） 資料４１

玄海町の一部（有浦下、有浦上、諸浦、新田、長倉、轟木、藤平、田代、牟形、大鳥、座川内、
湯野尾）における全ての住民を対象に、一時移転を実施（計１２地区 ２,２９２人）



玄海町におけるUPZ圏内から一時滞在場所までの主な経路
げんかいちょう

PAZ

292

UPZ

52

340

50

203

医療機関
社会福祉施設（通所）
学校
保育園・幼稚園
放射線防護対策施設
モニタリングポスト
避難退域時検査場

【佐賀県玄海町から小城市への基本経路】
（県道292→県道340）または（国道204）
→県道50→県道52→国道203

204

【避難退域時検査場所】
多久市陸上競技場

【避難所】
小城市生涯学習センター

※玄海町湯野尾地区内の町道座川内切
木線の通行不能により、玄海町浜野
浦・大園・仮屋・石田地区の避難経
路を県道292号線に変更

玄海町住民の一時移転の概要 資料４２-１



玄海町における自家用車で避難できない住民の数
及び各集合場所への配車順路

げんかいちょう

集合場所

【凡例】

各集合場所への配車順路 人数 避難先

ﾙｰﾄ1
(大型ﾊﾞｽ） 有浦下公民館（有浦下） 0人

小城市

ﾙｰﾄ2
(大型ﾊﾞｽ） 有浦上公民館（有浦上） 0人

ﾙｰﾄ3
(中型ﾊﾞｽ） 玄海町役場（諸浦・長倉） 0人

ﾙｰﾄ4
(中型ﾊﾞｽ） 町民会館（新田） 27人

ﾙｰﾄ5
(大型ﾊﾞｽ） 轟木公民館（轟木） 0人

ﾙｰﾄ6
(大型ﾊﾞｽ） 藤平公民館（藤平） 0人

ﾙｰﾄ7
(大型ﾊﾞｽ） 田代公民館（田代） 0人

ﾙｰﾄ8
(大型ﾊﾞｽ） 牟形コミュニティセンター（牟形） 0人

ﾙｰﾄ9
(大型ﾊﾞｽ） 大鳥公民館（大鳥） 0人

ﾙｰﾄ10
(大型ﾊﾞｽ） 座川内公民館（座川内） 0人

ﾙｰﾄ11
(大型ﾊﾞｽ） 湯野尾公民館（湯野尾） 0人

合 計 27人

有浦下公民館

ﾙｰﾄ1

ﾙｰﾄ2

有浦上公民館

ﾙｰﾄ3

玄海町役場

ﾙｰﾄ5

轟木公民館

ﾙｰﾄ6

藤平公民館

ﾙｰﾄ7

田代公民館

ﾙｰﾄ8

牟形ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

ﾙｰﾄ9

大鳥公民館
ﾙｰﾄ10

座川内公民館

ﾙｰﾄ11

湯野尾公民館

新田地区

ﾙｰﾄ4

町民会館

玄海町住民の一時移転の概要 資料４２-２

○自家用車で避難できない住民は、徒歩で集合場所（ルート４ 町民会館）に集まり、佐賀県又は玄海町が配
車した車両で、避難先である小城市へ避難。



指示文（玄海町）

一時移転指示文 資料４３

訓 練 

指  示 
       

平成 29 年 9 月 6 日  11 時  37 分   

 

佐賀県知事 殿 

玄海町長 殿 

 

原子力災害対策本部長 安倍 晋三    

 

 

九州電力株式会社玄海原子力発電所第４号機で発生した事故に関し、原子力災害対

策特別措置法第２０条第２項の規定に基づき下記のとおり対応するよう指示する。 

 

記 

 

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＵＰＺのうち、佐賀県玄海町有
あり

浦
うら

下
しも

地区、有
あり

浦上
うらかみ

地区、諸浦
もろうら

地区、新田
しんでん

地区、長倉
ながくら

地区、轟
とどろ

木
き

地区、藤平
ふじひら

地区、田代
たしろ

地区、牟形
むかた

地区、大鳥
おおとり

地区、座川内
そそろがわち

地区、湯野
ゆ の

尾
お

地区の住民は、安定ヨウ素剤の配布を受け、

一週間程度内に一時移転をすること。また、一時移転に際しては、避難退域時検

査を受けること。 

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＵＰＺのうち、佐賀県玄海町有
あり

浦
うら

下
しも

地区、有
あり

浦上
うらかみ

地区、諸浦
もろうら

地区、新田
しんでん

地区、長倉
ながくら

地区、轟
とどろ

木
き

地区、藤平
ふじひら

地区、田代
たしろ

地区、牟形
むかた

地区、大鳥
おおとり

地区、座川内
そそろがわち

地区、湯野
ゆ の

尾
お

地区の地域生産物の出荷及び摂取を控える

こと。 

・佐賀県玄海町の一時移転の対象となる住民は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等

による情報に注意すること。 

 参考 

【佐賀県】 

区分 市町名 地区名 

ＵＰＺ 玄海
げんかい

町 

有
あり

浦
うら

下
しも

地区、有
あり

浦上
うらかみ

地区、諸浦
もろうら

地区、新田
しんでん

地区、長倉
ながくら

地区、 

轟
とどろ

木
き

地区、藤平
ふじひら

地区、田代
たしろ

地区、牟形
むかた

地区、大鳥
おおとり

地区、座川内
そそろがわち

地区、 

湯野
ゆ の

尾
お

地区 

 


訓　練

指　　示

		　　　　

平成29年　9月　6日  11時  37分　　



佐賀県知事　殿

玄海町長　殿



原子力災害対策本部長　安倍　晋三　　　





九州電力株式会社玄海原子力発電所第４号機で発生した事故に関し、原子力災害対策特別措置法第２０条第２項の規定に基づき下記のとおり対応するよう指示する。



記



		・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＵＰＺのうち、佐賀県玄海町有 (あり)浦 (うら)下 (しも)地区、有 (あり)浦上 (うらかみ)地区、諸浦 (もろうら)地区、新田 (しんでん)地区、長倉 (ながくら)地区、轟 (とどろ)木 (き)地区、藤平 (ふじひら)地区、田代 (たしろ)地区、牟形 (むかた)地区、大鳥 (おおとり)地区、座川内 (そそろがわち)地区、湯野 (ゆの)尾 (お)地区の住民は、安定ヨウ素剤の配布を受け、一週間程度内に一時移転をすること。また、一時移転に際しては、避難退域時検査を受けること。

・九州電力株式会社玄海原子力発電所のＵＰＺのうち、佐賀県玄海町有 (あり)浦 (うら)下 (しも)地区、有 (あり)浦上 (うらかみ)地区、諸浦 (もろうら)地区、新田 (しんでん)地区、長倉 (ながくら)地区、轟 (とどろ)木 (き)地区、藤平 (ふじひら)地区、田代 (たしろ)地区、牟形 (むかた)地区、大鳥 (おおとり)地区、座川内 (そそろがわち)地区、湯野 (ゆの)尾 (お)地区の地域生産物の出荷及び摂取を控えること。

・佐賀県玄海町の一時移転の対象となる住民は、防災行政無線、ラジオ、テレビ等による情報に注意すること。






 参考

【佐賀県】

		区分

		市町名

		地区名



		ＵＰＺ

		玄海 (げんかい)町

		有 (あり)浦 (うら)下 (しも)地区、有 (あり)浦上 (うらかみ)地区、諸浦 (もろうら)地区、新田 (しんでん)地区、長倉 (ながくら)地区、

轟 (とどろ)木 (き)地区、藤平 (ふじひら)地区、田代 (たしろ)地区、牟形 (むかた)地区、大鳥 (おおとり)地区、座川内 (そそろがわち)地区、

湯野 (ゆの)尾 (お)地区










 参考

【佐賀県】

		区分

		市町名

		地区名



		ＵＰＺ

		玄海 (げんかい)町

		有 (あり)浦 (うら)下 (しも)地区、有 (あり)浦上 (うらかみ)地区、諸浦 (もろうら)地区、新田 (しんでん)地区、長倉 (ながくら)地区、

轟 (とどろ)木 (き)地区、藤平 (ふじひら)地区、田代 (たしろ)地区、牟形 (むかた)地区、大鳥 (おおとり)地区、座川内 (そそろがわち)地区、

湯野 (ゆの)尾 (お)地区











一時移転等におけるＯＦＣでの活動状況 資料４４-１

第３回原子力災害合同対策協議会（一時移転の指示）

第４回原子力災害合同対策協議会（一時移転の実施状況の確認）



一時移転等におけるＯＦＣでの活動状況

放射線班とＥＭＣの調整 模擬記者会見

入構時線量測定実施案内板の設置準備 一時移転の状況把握

資料４４-２



一時移転等におけるＥＭＣでの活動状況

ＥＭＣと放射線班の調整

資料４５

緊急時モニタリング結果の確認

緊急時モニタリング結果の報告 緊急時モニタリング結果の共有



佐賀県唐津市におけるUPZ内から避難先までの主な経路②からつし

UPZ

PAZ

福岡都市高速

九
州
自
動
車
道

玄海原子力
発電所

ＰＡＺ内（玄海町）要避難者の避難実施結果（在宅要避難者） 資料４６

訓練地区
（施設名）

福祉
車両
実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

各地区公民館 4 4 天寿荘 9:30 11:35 15:17

天寿荘

各地区公民館



佐賀県唐津市におけるUPZ内から避難先までの主な経路②からつし

UPZ

PAZ

福岡都市高速

九
州
自
動
車
道

玄海原子力
発電所

ＰＡＺ内（玄海町・唐津市）要避難者の避難実施結果（社会福祉施設） 資料４７

天寿荘玄海園

多久陸上競技場

訓練地区
（施設名）

福祉
車両
実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

玄海園 3 3 天寿荘 13:00 13:25 14:14

避難経路
玄海町第二コミュニティセンター
→多久市陸上競技場→天寿荘

宝寿荘

避難経路
宝寿荘→唐津市作礼荘
→清水園

清水園

要避難者受入

受付

要避難者受入

問診

訓練地区
（施設名）

施設
車両

自衛隊
車両

実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

宝寿荘 2 1 15 清水園 11:30 11:30 13:30



佐賀県唐津市におけるUPZ内から避難先までの主な経路②からつし

UPZ

PAZ

福岡都市高速

九
州
自
動
車
道

玄海原子力
発電所

ＰＡＺ内（玄海町）要避難者の避難実施結果（保育所） 資料４８

小城市生涯学習センター

ふたば園

訓練地区
（施設名）

中型バス

人数 実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

ふたば園 26 26 小城市生涯学習センター 9:15 9:15 10:57



UPZ

PAZ

玄海原子力
発電所

小城市生涯学習センター

江北町文化交流センター

玄海町
値賀川内地区

唐津市
鎮西町
（横竹地区）

PAZ内住民の避難実施結果（佐賀県） 資料４９

訓練地区
（施設名）

自家用

車人数

バス人数
実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

7 7

29 27
訓練地区
（施設名）

バス人
数
実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

唐津市
横竹

30 15 江北町文化交流センター 9:10 9:04 11:10

小城市生涯学習センター 9:00 8:42 10:38
玄海町
値賀川内



鷹島地区
黒島地区

鷹島地区

大村防災航空センター

PAZ内住民の避難実施結果（長崎県） 資料５０

避難経路
黒島⇒御厨港⇒国道２０４号⇒国道２
０２号⇒国道３５号⇒県道１０７号⇒
県道１号⇒波佐見町体育センター

避難経路
鷹島ＨＰ⇒長崎ＡＰ⇒県道３８号
⇒国道３４号⇒国道２０５号⇒県
道４号⇒波佐見町体育センター

避難経路
鷹島⇒県道２１７号⇒国道２０４号⇒国道
２０２号⇒国道３５号⇒県道１０７号⇒県
道１号⇒波佐見町体育センター

訓練地区
（施設名）

バス
人数
実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

鷹島 24 24 波佐見町体育センター 8:40 8:44 10:22

訓練地区
（施設名）

自家
用車
実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

鷹島 15 15 波佐見町体育センター 8:40 8:44 10:22

訓練地区
（施設名）

船舶 実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

黒島 10 5 波佐見町体育センター 8:50 8:50 11:00

波佐見町体育センターへ

バス乗車

住民の検査

車両の検査

健康相談

安定ヨウ素剤（模擬）配布



佐賀県唐津市におけるUPZ内から避難先までの主な経路②
からつし

UPZ

PAZ

福岡都市高速

九
州
自
動
車
道

玄海原子力
発電所

UPZ内住民一時移転等の実施結果（佐賀県） 資料５１

唐津市
加唐島

唐津市
浄水センター

唐津港

唐津市
原地区

伊万里市
大川内地区

伊万里市
山代地区

玄海町
新田地区

東川登公民館

小城市生涯学習センター

みやき町中原庁舎

訓練地区
（施設名）

自家用

車人数

バス人数
実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

3 3

24 23
小城市生涯学習センター 12:30 12:31 14:49新田

住民参集 安定ヨウ素剤（模擬）配布 船舶避難準備 避難船舶へ乗船

唐津港へ出航 避難船舶より下船 避難船舶より下船

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
複数（代替）の経路は必ず必要。

唐津市は、複数経路になっていないので、必ず追加が必要。�（市の避難計画には、いずれ載せればよい。）

内閣府HPでも「確認の視点」として「経路の複数設定」を明記している。

複合災害のことは、緊急時対応で考えられているのか？
→　●　複数の避難経路を設定している。
　　 ●　道路が通行できない場合の復旧策を設定している。�　　 ●　不測の事態では、実動部隊。

このﾍﾟｰｼﾞは、説明時に必ず代表ﾍﾟｰｼﾞでﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟするので、見やすく、�工夫したほうがよい。



佐賀県唐津市におけるUPZ内から避難先までの主な経路②
からつし

UPZ

PAZ

福岡都市高速

九
州
自
動
車
道

玄海原子力
発電所

学校福祉施設等一時移転等の実施結果（玄海町） 資料５２

訓練地区
（施設名）

大型バス

人数

中型バス

人数

実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

312 304

31 28
訓練地区
（施設名）

中型バス

人数
実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

あおば園 31 31 小城市生涯学習センター 11:00 11:01 12:46

小城市生涯学習センター 11:00 11:05 13:40玄海みらい学園

小城市生涯学習センター

玄海みらい学園

あおば園

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
複数（代替）の経路は必ず必要。

唐津市は、複数経路になっていないので、必ず追加が必要。�（市の避難計画には、いずれ載せればよい。）

内閣府HPでも「確認の視点」として「経路の複数設定」を明記している。

複合災害のことは、緊急時対応で考えられているのか？
→　●　複数の避難経路を設定している。
　　 ●　道路が通行できない場合の復旧策を設定している。�　　 ●　不測の事態では、実動部隊。

このﾍﾟｰｼﾞは、説明時に必ず代表ﾍﾟｰｼﾞでﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟするので、見やすく、�工夫したほうがよい。



UPZ内住民一時移転等の実施結果（糸島市） 資料５３

新町公民館

そぴあしんぐう

浜窪公民館

福井営農研修施設

筑紫野市
勤労青少年ホーム

安定ヨウ素剤（模擬）配布

バス乗車

車両の検査

車両の検査（ゲート型）

住民の検査ペットの受入

訓練地区
（施設名）

バス
人数
実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

福井営農研修施設 40 20 筑紫野市勤労青少年ホーム 13:10 12:57 14:02

浜窪公民館 36 37 筑紫野市勤労青少年ホーム 13:10 13:09 14:50

新町公民館 40 17 そぴあしんぐう 13:40 13:29 15:00

訓練地区
（施設名）

自家
用車
実績人数 避難先施設 出発(予定) 出発(実績) 到着(実績)

新町公民館 4 6 そぴあしんぐう 13:15 13:29 14:37



UPZ

PAZ

福岡都市高速

九
州
自
動
車
道

玄海原子力
発電所

ヘリコプター及び船舶による映像伝送 資料５４

発電所状況

避難退域時検査

離島避難

避難状況

避難状況

除染テント設置



資料５５-１

原子力施設事態即応センター

玄海原子力発電所緊急時対策所

原子力事業者災害対策支援拠点

移動式大容量ポンプ車の準備

原子力事業者防災訓練の実施状況



資機材の積み降ろし

ヘリコプターによる空輸

緊急時モニタリング

被ばく患者の搬送

原子力事業者防災訓練の実施状況 資料５５-２



n 背景と目的

Ø 地震等の大規模災害時に、従来は、救援航空機と地上の運航拠点の間では航
空無線による音声通信、運航拠点と災害対策本部の間では電話やFAXで情報
伝達され、ホワイトボード等で共有化されている。

Ø これらをデータ通信化することにより、大規模災害時にもより効率的な情報伝達・
共有化を可能にし、それらのデータを有効活用した運航管理により、航空機によ
る救援活動をより効率的に行うための技術、規格、システムを開発する。

D-NETの概念図

D-NETの概要 （１/２）

防災訓練におけるＤ－ＮＥＴの運用状況 資料５６-１



D-NETの概要 （２/２）

n 機能概要

Ø D-NETは航空機と災害対策本部の情報通信をデータ化するシステムであったが、
対策本部に集約される以下のような情報も統合化するニーズが高まったため、こ
れに対応する事業計画（航空部門の研究開発事業）としてFY2015～2019で実施。
民間企業への技術移転による実用化が目標。

ü 地上からの通報
ü 他の災害情報システム（厚労省の広域災害救急医療情報システムEMIS、内
閣府戦略的イノベーション創造プログラムで開発される府省庁連携防災情
報共有システムSIP4D等）

ü 他の航空宇宙機器（衛星、無人機）で観測された災害情報

防災訓練におけるＤ－ＮＥＴの運用状況 資料５６-２



D-NETによる情報共有（車両15、船舶3、航空機2）

D-NET IP
インタラクティブ・プロジェクタを
活用した災害情報、被害情報の入力

車両

本体・ディスプレイ 衛星通信アンテナ

D-NET持込型システム
（航空機・船舶用）

D-NET
持込型システム
（車両用）

81佐賀県OFC

※写真は別訓練時のもの 県名 市町村名 数

佐賀県

玄海町 ３

唐津市 ２

伊万里市 ２

長崎県

松浦市 １

佐世保市 ３

壱岐市 １

福岡県 糸島市 ３

合計 １５

航空機

福岡県警察航空隊
（長崎県防災航空隊は
既存システムを活用）

船舶

県名 市町村名 数

佐賀県

第７管区
海上本部

１

唐津市 １

長崎県 平戸市 １

合計 ３

佐賀県庁

モバイル
プリンター

インタラクティブ
プロジェクター

ノートPC

８号館

防災訓練におけるＤ－ＮＥＴの運用状況 資料５６-３



情報共有例（9月3日）

巡視船「まつうら」位置データ

• 佐賀県庁、佐賀オフサイトセンターで入力された情報
Ø PAZ、UPZ範囲情報
Ø 災害情報（道路損壊、家屋倒壊等）
Ø 避難予定経路情報

• 避難車両等の動態情報
と共に各拠点で同一の情報を共有できることを確認した。

PAZ範囲
玄海町避難車両位置データ

避難予定経路（赤点線）

防災訓練におけるＤ－ＮＥＴの運用状況 資料５６-４



 
 

 

 

 

 

 

平成２９年度 原子力総合防災訓練 

住民アンケート報告書 

 

 

 

平成３０年３月 

 

 

 

 

 

 

 

内閣府（原子力防災担当） 



 
 

目 次 

 

１．原子力総合防災訓練のアンケート実施概要 ............................................... 1 
２．アンケートの目的 ..................................................................... 1 
３．アンケート回答者の属性 ............................................................... 1 
３．１ 住まい ......................................................................... 1 
３．２ 性別 ........................................................................... 2 
３．３ 年齢 ........................................................................... 2 
４．アンケート結果 ....................................................................... 3 
４．１ アンケート結果の全体像 ......................................................... 3 
４．２ 設問ごとの結果 ................................................................. 3 
５．アンケートの分析 ..................................................................... 8 
５．１ アンケートについて ............................................................. 8 
５．２ アンケートの分析方法 ........................................................... 8 
５．３ アンケートの選択項目の集計結果 ................................................. 8 
５．４ アンケート結果の分析及び改善提案 ............................................... 9 
６．総評 ................................................................................ 13 
 

 

○住民アンケート設問内容 

１．あなたはどの市町の方ですか？ 

２．あなたの性別を教えてください。 

３．あなたの年齢を教えてください。 

問１．あなたのお住まいの地域は、ＰＡＺ、ＵＰＺのどの区分に該当するのか知っていましたか？ 

問２．あなたがお住まいの地域の原子力災害時における避難計画（バス避難する場合の集合場所・一

時滞在場所・避難先自治体等）の内容を理解していますか？ 

問３．原子力災害が発生し、あなたの町に避難指示が出された場合、どのような行動をとりますか？ 
問４．災害に備え何日分の食料・飲料等を準備していますか？ 
問５．避難に当たって、あなたはどのような情報が重要と考えていますか？ 
問６．事故が発生した場合、発電所の状況等に応じて段階的に住民避難が実施されますが、本年度の

訓練に参加し自分がどのように行動すべきか手順がわかりましたか？ 
問７．今回の訓練では、さまざまな広報手段により情報の発信を行いましたが、どのような広報手段

であなたに情報が伝わりましたか？ 
問８．訓練広報の内容は理解できましたか？ 
問９．全体として、避難行動はスムーズに行えましたか？ 
問１０．安定ヨウ素剤の配布を受けた際の説明は理解できましたか？ 
問１１．避難退域時検査場所での検査の流れは理解できましたか？（職員の対応含む） 

問１２．今回の訓練を体験して避難は確実に行えると感じましたか？ 

 【自由意見】今回の訓練、避難など全般に関するご感想、ご意見やご要望があればお聞かせください。 
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１．原子力総合防災訓練のアンケート実施概要 

l 実施日時：平成２９年９月３日（日）、４日（月） 
l 実施場所：避難所等 
l 対象者 ：佐賀県玄海町、唐津市、伊万里市、長崎県松浦市、佐世保市、壱岐市、平戸市、 

福岡県糸島市の訓練参加住民 

l 回答人数：４９９名 
≪内訳≫ 

玄海町 １６名 唐津市 １１２名 伊万里市 ４４名 松浦市 ８８名 

佐世保市 ７５名 壱岐市 ２３名 平戸市 ２８名 糸島市 １１３名 

 

２．アンケートの目的 

原子力総合防災訓練に参加した住民へのアンケートを行い、これらの結果を分析のうえ改善策を検

討し、今後の訓練に役立てることを目的として実施した。 
 

３．アンケート回答者の属性 

３．１ 住まい 

回答者の住まいは、「佐賀県」が３４．５％、「長崎県」が４２．９％、「福岡県」が２２．６％の

構成であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

回答数 割合

玄海町 16 3.2%

唐津市 112 22.4%

伊万里市 44 8.8%

松浦市 88 17.6%

佐世保市 75 15.0%

壱岐市 23 4.6%

平戸市 28 5.6%

糸島市 113 22.6%

合計 499 100.0%

佐賀県

34.5%

長崎県

42.9%

福岡県

22.6%

玄海町

3.2%

唐津市

22.4%

伊万里市

8.8%

松浦市

17.6%

佐世保市

15.0%
壱岐市

4.6%

平戸市

5.6%

糸島市

22.6%

図 3-1-1 回答者の住まい（県別） 図 3-1-2 回答者の住まい（市町別） 

表 3-1-2 回答者の住まい（市町別） 
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３．２ 性別 

回答者の性別は、「男性」が６９．５％、「女性」が２８．７％であった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
３．３ 年齢 

回答者の年齢は、「６０代以上」が７２．９％、「４０～５０代」が２０．２％であり、４０代以上

が８０%以上を占めた。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回答数 割合

男性 347 69.5%

女性 143 28.7%

無回答 9 1.8%

合計 499 100.0%

男性

69.5%

女性

28.7%

無回答

1.8%

図 3-2 回答者の性別 

表 3-2 回答者の性別 

３０代以下

5.6%

４０～５０

代

20.2%

６０代以上

72.9%

無回答

1.2%

図 3-3-1 回答者の年齢 

～19歳

0.2%
20～29歳

1.6%

30～39歳

3.8%
40～49歳

7.2%

50～59歳

13.0%

60～69歳

45.5%

70～79歳

23.8%

80歳～

3.6%

無回答

1.2%

回答数 割合

～19歳 1 0.2%
20～29歳 8 1.6%
30～39歳 19 3.8%

40～49歳 36 7.2%
50～59歳 65 13.0%

60～69歳 227 45.5%
70～79歳 119 23.8%
80歳～ 18 3.6%

無回答 6 1.2%
合計 499 100.0%

図 3-3-2 回答者の年齢（詳細） 

表 3-3-2 回答者の性別（詳細） 
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４．アンケート結果 

４．１ アンケート結果の全体像 

アンケートは、①防災に関する一般的な事項、②広報に関する事項、③避難に関する事項につい

て質問し、原子力総合防災訓練に参加した住民４９９名から回答をいただいた。 
アンケート結果から得た主な内容を以下に示す。 
（１）防災に関する一般的な事項 
・避難計画に関しては、「概ね理解している」も含め約６割の住民が理解している。 
・約６割の住民が「災害に対する備え（食料・飲料等）」をしていない。 

（２）広報に関する事項 
・住民が情報を得た手段は、「防災行政無線」「緊急速報メール」「住民広報車」が多数であ

った。 

・広報の内容に関して、「概ね理解できた」も含め約８割の住民が理解できたとしている。 
（３）避難に関する事項 
・避難の手順に関して、約７割の住民が今回の訓練に参加したことで理解したとしている。 
・約７割の住民が、「何とか避難できる」も含め実災害時にも避難できると回答している。 

 
４．２ 設問ごとの結果 

問１．あなたのお住まいの地域は、ＰＡＺ、ＵＰＺのどの区分に該当するのか知っていましたか？ 

・「知っていた」が４８．７％、「知らなかった」が４７．９％であり、ほぼ半数の割合であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
問２．あなたがお住まいの地域の原子力災害時における避難計画（バス避難する場合の集合場所・

一時滞在場所・避難先自治体等）の内容を理解していますか？  

・「概ね理解している」が４１．５％を占めて最も多く、次いで「あまり理解していない」が 
３０．１％、「十分理解している」が１９．４％、「全く理解していない」が７．６％の順であ

った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

回答数 割合

十分理解している 97 19.4%

概ね理解している 207 41.5%

あまり理解していない 150 30.1%

全く理解していない 38 7.6%

無回答 7 1.4%

合計 499 100.0%

十分理解

している

19.4%

概ね理解

している

41.5%

あまり理解

していない

30.1%

全く理解し

ていない

7.6%

無回答

1.4%

知っていた

48.7%

知らなかっ

た

47.9%

無回答

3.4%

回答数 割合

知っていた 243 48.7%

知らなかった 239 47.9%

無回答 17 3.4%

合計 499 100.0%
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問３．原子力災害が発生し、あなたの町に避難指示が出された場合、どのような行動をとりますか？ 

・「自家用車等を使用して、役所が指定する避難所まで避難」が４９．７％を占めて最も多く、

次いで「役所などが用意するバス等で、役所が指定する避難所まで避難」が２９．７％、「自

家用車等を使用して、親戚・知人宅など避難所以外への場所へ避難」が９．４％の順であった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４．災害に備え何日分の食料・飲料等を準備していますか？  

・「準備していない」が６４．１％を占めて最も多く、次いで「約３日分」が１７．０％、「約１

日分」が６．２％、「約７日分」が５．２％、「約５日分」が４．６％の順であった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５．避難に当たって、あなたはどのような情報が重要と考えていますか？ （複数回答可） 

・「放射線、放射瀬物質の放出状況や健康への影響」が３１．９％を占めて最も多く、次いで「屋

内退避又は避難の必要性」が３０．８％、「事故事象の概要」が２８．１％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答数 割合

221 28.1%

242 30.8%

251 31.9%

11 1.4%

61 7.8%

786 100.0%合計

①事故事象の概要

②屋内退避又は避難の必要性

③放射線、放射性物質の放出状況や
健康への影響

④その他

⑤無回答

回答数 割合

約７日分 26 5.2%

約５日分 23 4.6%

約３日分 85 17.0%

約１日分 31 6.2%

準備していない 320 64.1%

無回答 14 2.8%

合計 499 100.0%

①

28.1%

②

30.8%

③

31.9%

④

1.4%

⑤

7.8%

約７日分

5.2% 約５日分

4.6%

約３日分

17.0%

約１日分

6.2%

準備してい

ない

64.1%

無回答

2.8%

回答数 割合

148 29.7%

248 49.7%

47 9.4%

35 7.0%
21 4.2%
499 100.0%

①役所などが用意するバス等で、役
所が指定する避難所まで避難

②自家用車等を使用して、役所が指
定する避難所まで避難

③自家用車等を使用して、親戚・知人
宅など避難所以外の場所へ避難

④その他
⑤無回答
合計

①

29.7%

②

49.7%

③

9.4%

④

7.0%

⑤

4.2%
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問６．事故が発生した場合、発電所の状況等に応じて段階的に住民避難が実施されますが、本年度

の訓練に参加し自分がどのように行動すべきか手順がわかりましたか？  

・「わかった」が７１．７％を占めて最も多く、「わからなかった」が８．４％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７．今回の訓練では、さまざまな広報手段により情報の発信を行いましたが、どのような広報手

段であなたに情報が伝わりましたか？                 （複数回答可） 

 ・「防災行政無線」が３９．５％を占めて最も多く、次いで「緊急速報メール」が２５．０％、 

「住民広報車」が１１．７％の順であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
問８．訓練広報の内容は理解できましたか？  

   ・「概ね理解できた」が５３．５％を占めて最も多く、次いで「十分理解できた」が２７．９％

であり、肯定的な意見が約８割を超える結果であった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答数 割合

十分理解できた 139 27.9%

概ね理解できた 267 53.5%

あまり理解できなかった 25 5.0%

全く理解できなかった 5 1.0%

無回答 63 12.6%

合計 499 100.0%

十分理解

できた

27.9%

概ね理解

できた

53.5%

あまり理解

できなかっ

た

5.0%

全く理解で

きなかった

1.0% 無回答

12.6%

回答数 割合

住民広報車 71 11.7%

防災行政無線 239 39.5%

緊急速報メール 151 25.0%

県ホームページ 9 1.5%

伝わらなかった 9 1.5%

その他 63 10.4%

無回答 63 10.4%

合計 605 100.0%

住民広報

車

11.7%

防災行政

無線

39.5%

緊急速報

メール

25.0%

県ホーム

ページ

1.5%

伝わらな

かった

1.5%

その他

10.4%

無回答

10.4%

回答数 割合

わかった 358 71.7%

わからなかった 42 8.4%

その他 17 3.4%

無回答 82 16.4%

合計 499 100.0%

わかった

71.7%

わからな

かった

8.4%

その他

3.4%

無回答

16.4%
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問９．全体として、避難行動はスムーズに行えましたか？  

・「概ねできた」が４５．１％を占めて最も多く、次いで「十分できた」が３７．７％であり、

肯定的な意見が約８割を超える結果であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１０．安定ヨウ素剤の配布を受けた際の説明は理解できましたか？  

・「概ね理解できた」が３５．５％を占めて最も多く、次いで「十分理解できた」が３５．５％

であり、肯定的な意見が約７割を超える結果であった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問１１．避難退域時検査場所での検査の流れは理解できましたか？（職員の対応含む）  

・「概ね理解できた」が４２．７％を占めて最も多く、次いで「十分理解できた」が３３．７％

であり、肯定的な意見が約７割を超える結果であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答数 割合

十分理解できた 168 33.7%

概ね理解できた 213 42.7%

理解できなかった 12 2.4%

該当しない 40 8.0%

無回答 66 13.2%

合計 499 100.0%

十分理解

できた

33.7%

概ね理解

できた

42.7%

理解でき

なかった

2.4%

該当しない

8.0%

無回答

13.2%

回答数 割合

十分理解できた 177 35.5%

概ね理解できた 208 41.7%

理解できなかった 8 1.6%

受け取っていない 39 7.8%

該当しない 18 3.6%

無回答 49 9.8%

合計 499 100.0%

十分理解で

きた

35.5%

概ね理解で

きた

41.7%

理解できな

かった

1.6%

受け取って

いない

7.8%

該当しない

3.6%
無回答

9.8%

回答数 割合

十分できた 188 37.7%

概ねできた 225 45.1%

あまりできなかった 18 3.6%

全くできなかった 3 0.6%

無回答 65 13.0%

合計 499 100.0%

十分でき

た

37.7%

概ねでき

た

45.1%

あまりでき

なかった

3.6%

全くできな

かった

0.6%
無回答

13.0%
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問１２．今回の訓練を体験して避難は確実に行えると感じましたか？  

・「何とか避難できる」が５８．１％を占めて最も多く、次いで「避難は難しい」が１８．８％、

「確実に行える」が１２．８％の順であった。肯定的な意見が約７割を超える結果であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答数 割合

確実に行える 64 12.8%

何とか避難できる 290 58.1%

避難は難しい 94 18.8%

無回答 51 10.2%

合計 499 100.0%

確実に行

える

12.8%

何とか避

難できる

58.1%

避難は難

しい

18.8%

無回答

10.2%
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５．アンケートの分析 

５．１ アンケートについて 

アンケートは、項目毎に達成度を選択肢から選択する方式とし、否定的な回答に対してはその理由

を記載することとした。アンケートの選択肢は、肯定側に「十分」と「概ね」、否定側に「あまり」

と「全く」とした。 
また、自由意見記載欄を設け、訓練に対する回答者の意見、感想等を収集した。 
 

５．２ アンケートの分析方法 

(1) 選択式の設問については集計結果をもとに分析した。 

アンケート結果を肯定側（「十分」+「概ね」）、否定側（「あまり」+「全く」）に分類し、否

定的な回答割合が１０％を超える項目は、「改善の必要有り」として分析を行った。なお、こ

の数値に統計的根拠はないが、十分に高い目標値であると考える。 

(2) 自由意見については、意見の内容に基づき分類、集約して分析した。 

 
５．３ アンケートの選択項目の集計結果 

アンケートの選択項目の集計結果をまとめたものを表５に示す。否定的な回答割合が１０％以上の

ものについて、強調表示とした。 
 

表５ アンケート集計結果まとめ 

№ 設問 
回答割合 

肯定的 否定的 

1 

(1) ＰＡＺ・ＵＰＺ区域 

あなたのお住まいの地域は、ＰＡＺ、ＵＰＺのどの区分に該当する

のか知っていましたか？ 

48.7% 47.9% 

2 

(2) 避難計画 

あなたがお住まいの地域の原子力災害時における避難計画（バス避

難する場合の集合場所・一時滞在場所・避難先自治体等）の内容を

理解していますか？ 

60.9% 37.7% 

3 
原子力災害が発生し、あなたの町に避難指示が出された場合、どの

ような行動をとりますか？ 
－ － 

4 災害に備え何日分の食料・飲料等を準備していますか？ － － 

5 
避難に当たって、あなたはどのような情報が重要と考えています

か？（複数回答可） 
－ － 

6 

事故が発生した場合、発電所の状況等に応じて段階的に住民避難が

実施されますが、本年度の訓練に参加し自分がどのように行動すべ

きか手順がわかりましたか？ 

71.7% 8.4% 

7 

今回の訓練では、さまざまな広報手段により情報の発信を行いまし

たが、どのような広報手段であなたに情報が伝わりましたか？（複

数回答可） 

－ － 

8 訓練広報の内容は理解できましたか？ 81.4% 6.0% 

9 全体として、避難行動はスムーズに行えましたか？ 82.8% 4.2% 

10 安定ヨウ素剤の配布を受けた際の説明は理解できましたか？ 77.2% 9.4% 

11 
避難退域時検査場所での検査の流れは理解できましたか？（職員の

対応含む） 
76.4% 2.4% 

12 
(3) 有事の際の対応 

今回の訓練を体験して避難は確実に行えると感じましたか？ 
70.9% 18.8% 
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５．４ アンケート結果の分析及び改善提案 

５．４．１ 否定的な回答割合が１０％を超える以下の３項目についての分析結果 

 

(1)ＰＡＺ・ＵＰＺ区域 

あなたのお住まいの地域は、ＰＡＺ、ＵＰＺのどの区分に該当するのか知っていましたか？ 

 

自治体別の肯定的、否定的回答割合を図５-１に示す。 

佐賀県唐津市、伊万里市、長崎県佐世保市、平戸市、福岡県糸島市の否定的回答の割合が高い

傾向となっている。 

 

【佐賀県】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【長崎県】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【福岡県】 

 

 

 

 

図５-１ 自治体別の肯定的、否定的回答割合 

 

本設問については、自由記述がなく分析ができないため、結果のみの記載とする。 

上記の結果から考察した課題及び改善策を表５-１に示す。 

 

表５-１ ＰＡＺ・ＵＰＺ区域に関する課題及び改善策 

No. 課題 改善策 

1 
ＰＡＺ・ＵＰＺ区域を知ら

ない 

・広報活動による住民への周知 

様々な広報手段（資料配布、ＨＰ等）により、広く

住民へ周知していくことを推奨する。 

・説明会の開催 

住民に理解していただくために、市町や地区毎に説

明会を実施することを推奨する。 

81.3%(13人)

26.8%(30人)

43.2%(19人)

18.8%(3人)

64.3%(72人)

54.5%(24人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

玄海町

唐津市

伊万里市

肯定的

否定的

60.2%(53人)

48.0%(36人)

69.6%(16人)

57.1%(16人)

37.5%(33人)

48.0%(36人)

30.4%(7人)

42.9%(12人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

松浦市

佐世保市

壱岐市

平戸市

肯定的

否定的

53.1%(60人)

46.0%(52人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

糸島市

肯定的

否定的
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(2)避難計画 

あなたがお住まいの地域の原子力災害時における避難計画（バス避難する場合の集合場所・一

時滞在場所・避難先自治体等）の内容を理解していますか？ 

 

自治体別の肯定的、否定的回答割合を図５-２に示す。 

佐賀県玄海町、唐津市、長崎県佐世保市、壱岐市の否定的回答の割合が高い傾向となっている。 

 

【佐賀県】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【長崎県】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【福岡県】 

 

 

 

 

図５-２ 自治体別の肯定的、否定的回答割合 

 

本設問については、自由記述がなく分析ができないため、結果のみの記載とする。 

上記の結果から考察した課題及び改善策を表５-２に示す。 

 

表５-２ 避難計画に関する課題及び改善策 

No. 課題 改善策 

1 
各市町の避難計画を知らな

い 

・広報活動による住民への周知 

様々な広報手段（資料配布、ＨＰ等）により、広く

住民へ周知していくことを推奨する。 

・説明会の開催 

住民に理解していただくために、市町や地区毎に説

明会を実施することを推奨する。 

  

50.0%(8人)

49.1%(55人)

68.2%(30人)

50.0%(8人)

48.2%(54人)

29.5%(13人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

玄海町

唐津市

伊万里市

肯定的

否定的

62.5%(55人)

54.7%(41人)

56.5%(13人)

89.3%(25人)

35.2%(31人)

44.0%(33人)

43.5%(10人)

10.7%(3人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

松浦市

佐世保市

壱岐市

平戸市

肯定的

否定的

68.1%(77人)

31.9%(36人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

糸島市

肯定的

否定的
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(3)有事の際の対応 

今回の訓練を体験して避難は確実に行えると感じましたか？ 

 

自治体別の肯定的、否定的回答割合を図５-３に示す。 

佐賀県唐津市、長崎県松浦市の否定的回答の割合が他の市町に比べやや高い傾向となっている。 

 

 

【佐賀県】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【長崎県】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【福岡県】 

 

 

 

 

図５-３ 自治体別の肯定的、否定的回答割合 

 

否定的意見（「避難は難しい」）の主な理由を以下に示す。 

<避難ルートへの不安> 

・道路が狭いのと事故発生場所に近い方向に向かっている。（松浦市） 

<避難手段への不安> 

・バスが来るか、避難に伴う渋滞が心配。（佐世保市等） 

・今回は海も穏やかだったので船での移動ができたが、冬の海、荒天の日は難しいと思う。

（唐津市等） 

・船も利用しないといけないので時間がかかりそう。（唐津市等） 

<要配慮者の避難への不安> 

・身体に障害のある人や介護が必要な人は難しいと感じました。（平戸市） 

<情報伝達への不安> 

・居住地域内の連絡が、どれ程速やかに確実に行えるかが問題。（唐津市） 

81.3%(13人)

57.1%(64人)

70.5%(31人)

18.8%(3人)

22.3%(25人)

15.9%(7人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

玄海町

唐津市

伊万里市

肯定的

否定的

63.6%(56人)

84.0%(63人)

91.3%(21人)

71.4%(20人)

28.4%(25人)

14.7%(11人)

8.7%(2人)

17.9%(5人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

松浦市

佐世保市

壱岐市

平戸市

肯定的

否定的

76.1%(86人)

14.2%(16人)

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

糸島市
肯定的

否定的
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これらの否定的な意見から考察した課題及び改善策を表５-３に示す。 

 

表５-３ 有事の際の対応に関する課題及び改善策 

No. 課題 改善策 

1 

避難ルートへの不安 

避難手段への不安 

要配慮者の避難への不安 

情報伝達への不安 

・定期的な住民広報の実施 

住民に理解していただくために、原子力防災に関す

る定期的な住民広報の実施を推奨する。 

・避難訓練の継続実施 

有事の際に対応できるように、継続的に避難訓練を

実施するとともに、住民への情報伝達訓練を実施し、

避難計画及び情報伝達の有効性を検証することを推

奨する。 
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５．４．２ アンケート結果全体を踏まえた分析及び改善提案 

 

(1)訓練参加者 

①訓練参加者の約７割が６０代以上であり、約７割が男性であった。今後は、若年層及び女性が積

極的に参加できるような取り組みが必要であると考えられる。 

②訓練参加者の約半数が、自身が居住している地域がＰＡＺ又はＵＰＺに区分しているのかを把握

していない状況であり、様々な手段による広報活動や定期的な説明会等を通じて、住民の理解を

広げていくことが必要と考えられる。 

(2)避難計画に基づく継続的な訓練 

①約６割の住民は、原子力災害時における避難計画を理解していると回答しているものの、約４割

の住民は、原子力災害時における避難計画を「全く」又は「あまり」理解していないと回答して

おり、避難計画に対する関心が低い傾向が見られた。避難計画について、継続的な広報活動や住

民に対する説明会を実施することが必要であると考えられる。 

②約８割の住民は、概ねも含め避難行動がスムーズにできたと回答しているものの、「避難が難し

い」とした主な理由として、避難ルート、避難手段等、避難計画に対する不安の意見や地域の特

性である海路避難（船舶避難）に対する不安の意見もあげられており、住民の意見も参考にしな

がら避難計画に基づく継続的な訓練や改善が必要ではないかと考えられる。 

(3)有事の際の備え 

食料・飲料等の準備をしていない住民が６割以上もおり、食料・飲料等の備蓄を推奨する取り組

みが必要であると考えられる。 

(4)住民への情報伝達 

住民への情報伝達手段は「防災行政無線」が主流であるが、「緊急速報メールサービス」と回答

する住民も多く見られた。携帯電話やスマートフォン、タブレット端末が一般的に普及している今

日において、こうした携帯端末を活用した避難に関する情報提供も実施していく必要があると考え

られる。 

(5)避難訓練 

①今回の訓練を通して、約７割の住民が避難の手順を理解したと回答しており、避難訓練は一定の

効果があったと考える。また、約８割の住民が避難行動はスムーズに行えたと回答しており、避

難訓練は良好であったことがうかがえる。 

②自由意見においても、避難訓練に参加した住民からは「避難場所を把握できた」「体験すること

で理解できた」などの肯定的意見が多数を占めたが、以下のように避難に対する不安の意見もあ

げられており、住民の意見も踏まえた改善を進めることが重要である。 

 

・「有事の際に訓練同様の対応が本当に取れるのか不安」との意見があげられており、継続的な

訓練を実施し対応能力を向上させる必要があると考えられる。 

・玄海地域は離島が多く、「海路避難（船舶避難）が不安」との意見があげられており、季節や

天候等、多様な状況を想定した訓練も必要ではないかと考えられる。 

・「要配慮者の避難が不安」との意見があげられており、継続的に訓練を実施し対応能力を向上

させる必要があると考えられる。 

 

６．総評 

住民アンケート結果を分析すると、今回の訓練は、全体的に良好であったと思われる。 

しかし、良好な中でも、「避難計画を知らない」、「食料・飲料等の備蓄を行っていない」などの、

課題も明確となった。また、避難ルート、海路避難を含む避難手段、要配慮者の避難、住民への情報

伝達等、住民から避難に関する不安の意見もみられた。 

本訓練で明確となった課題や意見は、緊急時対応や訓練方法の継続的改善を図るための要素であり、

５.４で提示した改善提案等を参考に、今後の防災対応等の更なる充実・強化を推奨する。 

 




